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魁
鶴熊本労働局
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磯 螂
令和 7年 8月 10日 からの大雨による災害復旧工事における

労働災害防止について (お願い)

日頃より労働安全衛生行政の推進につきまして、ご協力を賜り厚くお礼申し上げます。

令和 7年 8月 10日から続いた熊本県内の大雨により、県内各地で土砂災害、浸水害等が

発生するなど、大きな被害が生じています。

このため、今後、被害を受けた道路や河川等の復旧工事や建築物の改修等工事が早急に

行われることとなりますが、これらの工事の施工に伴い、労働災害の発生も懸念されると

ころです。

つきましては、特に下記の労働災害防止に十分留意した工事の施工が行われますよう、

貴団体の傘下事業場に対し周知方よろしくお願いいたします。

記

1 道路や河川等の復旧工事における土砂崩壊災害等の防止
土砂崩壊による災害を防止するためには、まず、作業箇所等を事前に十分に調査し、

調査結果を踏まえた作業計画を策定した上で、これに基づき作業を行うこと。また、掘

削する地山の亀裂の進展、連続した小石の落石等の崩壊の兆候を感知することが重要で

あるので、「斜面崩壊による労働災害の防止対策に関するガイドライン」に基づき、点検

者を指名して、変状時点検表等を活用し、斜面の状態を適切に点検すること。 (別添 1)

なお、今後も再び大雨が発生した場合は、土石流災害の危険性もあるため、「土石流

による労働災害防止のためのガイドライン」に基づいた土石流の早期把握等の措置の実

施や避難方法の労働者への周知等の対策も講じること。 (別添2)

※別添 1「斜面崩壊による労働災害の防止対策に関するガイドライン」
※別添 2「土石流による労働災害防止のためのガイドライン」

2 建築物の改修等の工事における労働災害の防止
(1)建築物の改修等に当たって車両系建設機械を使用する場合には、あらかじめ作業
計画を定め、これに基づき作業をさせること。また、物体の飛来等のおそれがある

箇所への労働者の立入禁止、労働者との接触防止及び車両系建設機械の転倒防止等

の措置を講じること。、(別添 3)



(2)木造家屋等低層住宅の屋根等の改修工事においては、屋根の踏み抜きを含む墜落・

転落災害の発生しがちであるため、作業床を設けることを原則とすること。また、

作業床を設けることが困難な場合には、要求性能墜落制止用器具等の取付設備を設

置した上で、要求性能墜落制止用器具等を確実に使用させること。 (別添 4)

(3)石綿ばく露を防止するため、事前に石綿の使用の有無を調査し、防じんマスクの
使用等の石綿粉じんのばく露防止対策の徹底を図ること。

なお、石綿以外でも粉じんを吸入するおそれのある作業については、適切な呼吸

用保護具の着用を徹底すること。 (別添 5二 1、 5-2)

※別添 3「災害からの復旧工事の安全な施工について」

※別添 4「足場の設置が困難な屋根上作業での墜落防止対策のポイント」
※別添 5-1「建物を解体・改修するには一石綿を含むスレート板、ビニル床タイル

に注意 !一」

※別添 5-2「建築物・工作物・船舶の解体工事、リフォーム・修繕などの改修工事
に対する石綿対策の規制が強化されています」

3 がれき処理作業における労働災害の防止
土砂崩れ `浸水により被災した建物等のがれきの処理においては、釘等の踏み抜きや

落下物等に当たる等の多くの危険を伴いますので、安全に作業を進めることができるよ

う別添 6-1及び 6-2の リーフレットを参考に安全に十分注意して作業を行うこと。
※別添 6-1「 がれきの処理作業を行う際の注意事項～がれき処理作業を行う事業者

の皆様へγ」

※別添 6-2「 がれきの処理作業を行う際の注意事項～がれき処理作業を行う皆様ヘ

～」

4 熱中症の予防及び重篤化防止
高温、多湿の作業においては、適切な水分、塩分の補給等熱中症予防対策の徹底を図

ること。 (別添 7-1)
また、熱中症のおそれがある労働者を早期に見つけ、その状況に応じ、迅速かつ適切に

対処できるよう熱中症の重篤化防止対策を講じること。 (別添 7-2)
※別添 7-1「 STOPI熱中症クールワークキャンペーン」
※別添 7-2「 職場における熱中症対策の強化について」

熊本労働局労働基準部健康安全課

〒860i8514 熊本市西区春日2-10-1

熊本地方合同庁舎 A棟 9階

担当 産業安全専門官 近藤邦博
健康安全主任 山本新大
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居J添 1

斜面崩壊による労働災害の防止姑策に関するガイ ドライン

第 1 趣旨。目的
道路工事、砂防工事等に伴う大規模な地山の掘削作業においては、斜面の安定

性の観′点から、通常は事前に詳細な地質調査が行われ、当該調査により把握した

地質の状況と掘削高さによって事前に掘削勾配が決定される。しかし、各種工事

の実施に伴う中小規模の地山の掘削作業では、十分な地質調査が事前になされて

おらず、施工開始後に設計図書が地質の状況を適切に反映していないことが判明

する場合もある。また、掘削中の斜面は、降雨、湧水等により日々変化し、それ

らの変化が斜面崩壊につながり、労働災害が発生する場合がある。

このような労働災害を防止するため、労イ動安全衛生規則 (昭和 47年労働省令第
32号。以下「安衛則」という。)第 355条では、地山の掘削の作業を行う場合に
おいて、地山の崩壊等により労働者に危険を及ぼすおそれのあるときは、あらか

じめ、作業箇所等について調査することが事業者に義務付けられており、また、

第 358条では、明かり掘削の作業を行 う場合には、点検者を指名し、日々の地山
のッ煮検を実施すること等が事業者に義務付けられている。そして、斜面崩壊によ

る労働災害の防止を図るためには、点検により地山の状況を的確に把握すること

及び工事関係者が点検結果に基づいた斜面崩壊の危険性に関する情報を共有する

ことが必要不可欠である。

このため、本ガイ ドラインは、主に、事業者 (施工者)が発注者から請け負っ
て行う明り掘削のうち斜面掘削を伴 う工事 (以下「斜面掘削工事」という。)に関
して、安衛則第 355条の調査及び第 358条のサ点検のより適切な実施方法、施工者
が発注者及び設計者と協力して斜面崩壊の危険性に関する情報を共有するために

実施することが望ましい方法及びそれらの留意事項を示すこととする。

本ガイ ドラインにより、工事関係者が斜面崩壊による災害防止のために必要な

姑策を適切に実施することを促進し、もつて斜面崩壊による労働災害の防止に資

することとする。

第 2 適用対象
本ガイ ドラインは、次の 1の工事に伴う2の作業に適用する。

1 適用する工事
主に中小規模の斜面掘削工事を姑象とする。ただし、大規模な掘削工事に本ガ

イドラインを適用することも差支えない。 (土止め先行工法によるものを除く。)

2 適用する作業
(1)設計者の作業
斜面の設計

(2)施工者の作業
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手掘り又 lま機械掘りによる斜面の掘削作業、擁壁工事等に伴 う床掘り、型枠

の組立・解体、床均し、丁張り、ブロック積み、ヨンクリー ト打設の作業等及

びその施工管理

第 3 用語の定義
本ガイ ドラインで使用する主な用語の定義は、労イ動安全衛生関係法令で規定さ

れているもののほか、次によるものとする。

1 斜面等に関する定義
(1)「斜面」とは、自然又は人工的に形成された傾斜している地山の面をいう。

(2)「切土蔀」とは、工事の対象となる斜面のうち、掘削し、地山の土砂を取り去

る部分をいう。

(3)「残斜面」とは、工事の封象となる斜面のうち、掘削せずに傾斜を残しておく

部分をいう6

(4)「斜面崩壊」とは、斜面を形成する地山が安定性を失い崩壊することをいう。

(5)中小規模の斜面掘削作業とは、切土部の掘削高さが概ね 1。5メ ー トル以上 19

メー トル以下の斜面の掘削作業をいい、大規模な斜面掘削作業とは、切土都の

掘削高さが概ね 10メ ー トルを超える斜面の掘削の作業をいう。

ただして土止め先行工法による作業の場合はこの限りではない。

(6)「ハエド姑策」とは、斜面崩壊の前兆である斜面の変状の進行を防止するため

の対策のうち、斜面を補強する等の工事計画の変更を伴うものをいう。

なお、「変状」とは、普通とは異なる状態のことであり、ここでは斜面崩壊の

前兆現象として、斜面自体に亀裂、はらみ等が発生している状態をいう。

2 設計業務・工事関係者等に関する定義
(1)「発注者」とは、仕事を他の者から請け負わずに注文する者をいい、公的機関、

民間機関及び個人のいずれも含むものとする。

(2)「調査者」とは、発注者が調査業務を外注した場合における当該調査業務を行

う建設関連業者 (測量業者、地質調査業者、建設コンサルタント等)をいう。

(3)「設計者」とは、発注者が設計業務を外注した場合における当該設計業務を行

う建設関連業者 (建設コンサルタント等)をいうと

(4)「施工者」とは、斜面掘削ェ事を実際に行う者のことといい、労働安全衛生法

(昭和 47年法律第 57条。以下「安衛法」というも)第 15条に規定する元方事

業者及び関係請負人がいる場合には双方を含むものとする。

なお、発注者が施工業務を外注せず、当該発注者の施工担当部署が施工する

場合には、本ガイ ドラインにおいては発注者と施工者の両方に該当するものと

して取り扱 う。

(5)「′点検者」とは、下記 3の′点検表によるッ点検を行う者をいう。安衛則第 358条

に基づいて施工者が選任する′点検者に加え、調査者及び設計者が,点検を実施す
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る場合における当該点検を行う者も含むものである。

(6)「確認者」とは、点検者が行つた,点検内容に不備等が無いかを確認し、対応に

ついて判断する者をいう。点検者とは異なり、法令上、その選任が義務付けら

れているものではないが、調査者、設計者又は施工者が選任する確認者のいず

れも含むものであるとなお、確認者の選任に当たつては、点検者とは異なる者 .

を選任するものとする。

(7)「安全性検討関係者会議」とは、施工者が、変状の進行を確認した際に、斜面

の状況を共有し、ハエ ド姑策等の実施の必要性を検討するために施工者が発注

者に参加を要請して行 う会議をいう。

3 ′点検表等に関する定義等
(1)「点検表」とは、掘削する地山の状況を把握するため、設計者又は施工者が、

目視等により点検を実施する場合の点検項目を一覧表にしたものをいい、以下

の3種類がある。                  、
・設計・施工段階別ッ点検表 (別紙 1)       ,
・日常ッ点検表 (別紙 2)

・変状時′点検表 (別紙 3)

3つの点検表の目的、点検時期は以下の①から③までのとおりであり、これ

らの点検表の使用単位は、地層ごととする。ただし、斜面の幅が長く、 1枚の
点検表を当該地層に適用することが困難な場合には、幅 20メ ー トル単位を目安

として点検表を使用するものとする。

なお、日常ッ点検表 (②のア、ウ及び工の点検時期に限る。)は、安衛則第 358
条第 1号において施工者に義務付けられている点検に係る事項であり、その他

は、点検の実施が望ましいものとして点検表を示すものである。

①  設計 ,施工段階別点検表
設計及び施工工程の各段階において、地形、地質状況等の斜面崩壊に関す

る地盤 リスクの有無を確認し、安全に作業ができる掘削勾配であるかを確認

するために使用するもの。

点検時期は、次のとおりである。

ア 設計時、イ 施工計画時、ウ 丁張設置時、工 掘削作業前

オ 掘削作業終了時

② 日常′点検表
施工段階において、斜面崩壊の前兆である斜面の変状を発見するために使

用するもの。

点検時期は、次のとおりである。

ア 毎日の作業開始前、イ 毎日の作業終了時、ウ 大雨時

工 中震 (震度 4)以上の地震の後 等
③ 変状時点検表
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日常〕点検表で変状を確認した場合、変状の推移を観察し、斜面崩壊の危険

性の有無を確認するために使用するもの。

点検は、変状の状況に応じて、必要な頻度で実施する。

(2)「異常時対応シー ト」とは、施工者が、変状時点検表により変状の進行を確認

した場合に、発注者に当該斜面の異常、安全措置の状況等を元請事業者、発注

者等に報告するため作成するシー ト (別紙 4)をいう。

第 4 発注者、設計者及び施工者の協力等の必要性

斜面掘削工事は、1多様な工法により実施され、関連作業も数多いことから、斜

面掘削工事を安全に実施するためには、事前に斜面を形成する地山の状況を的確

に把握し、その結果を設計・施工工程に反映することが必要である。

しかしながら、あらかじめ掘削箇所の全その地質を把握す名ことは困難であり(

実際に掘削して初めて地山の状況が明らかになることも少なからずある。

このため、施工者は、施工途中で新たな地盤 リスクが判明した場合には、その

情報を速やかに発注者及び、設計者と情報を共有した上で、必要な対策について

検討を行い、適切な措置を講 じることが重要である。このとき、必要に応じ情報

共有の対象に調査者を含めるものとする。

これらについては、安衛法第 31条の4に より発注者は、「その請負人に姑し、

当該仕事に関し、その指示に従つて当該請負人の労働者を労働させたならば、こ

の法律又はこれに基づく命令の規定に違反することとなる指示をしてはならな

い」とされていること及び公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に

関する指針において「設計図書に示された施工条件と実際の工事現場の状態が一

致しない場合、設計図書に示されていない施工条件について予期することができ

ない特別な状態が生じた場合その他の場合において必要があると認められるとき

は、適切に設計図書の変更を行 うものとする。さらに、工事内容の変更等が必要

となり、工事費用や工期に変動が生じた場合には、施工に必要な費用や工期が適

切に確保されるよう、公共工事標準請負契約約款 (昭和 25年 2月 21日 中央建
設業審議会決定・勧告)に沿つた契約約款に基づき、必要な変更契約を適切に締

結するものとする。」とされていることに留意すること。

設計者、施工者等は、それぞれ、安衛則の規定、当該ガイ ドライン等に基づき、

それぞれが第 5及び第 6に示す事項を確実に実施するとともに、平素より相互に

コミュニケーションを円滑にし、適切に情報共有できるよう特に留意する必要が

ある。

第 5 設計者が設計を実施するに当たつての留意事項等
(1)的確な事前調査及びJ点検の実施
設計者は、工事の封象となる斜面の地山の地質の状況 (土・岩質区分)、 地盤

条件 (斜面の安定性)等を適切に把握するため、調査者に実施させることも含

‐4…



め、必要に応じて文献調査、地表地質踏査、ボーリング等による地質調査等に

より事前調査を実施すること。

また、点検の実施に当たつては、設計者 (′点検を調査者に実施させる場合は

調査者も含む)は、点検者を選任し、設計・施工段階別点検表により斜面の状
態をザ煮検させるとともに、確認者を選任してJ点検者が行つた,点検内容に不備等

が無いかを確認すること。設計者は、設計・施工段階別点検表を発注者に提出

するとともに、必要な紺応を取ること。

(2)適切な詳細設計の実施
設計者は、事前調査及び点検の結果を踏まえ、工事数量算出要領及び各種設

計基準・指針に照らして工法、掘削勾配等の詳細設計を検討すること。詳細設

計の検討に当たっては、安衛法第 31条の 4の規定に留意し、安衛則に規定さ
れた勾配での掘削とする等、安衛法又はこれに基づく命令の規定を遵守した設

計とすること。

(3)安全性検討関係者会議への参加
施工者から発注者に異常時姑応シー トが提出され、発注者から安全性検討関

係者会議への参加を要請された場合は、同会議に出席すること。

第6 施工者の実施事項
1 元方事業者が実施すべき事項
(1)統括安全衛生管理体制の確立及び適切な統括安全衛生管理の実施
元方事業者は、現場の規模に応じて統括安全衛生責任者を選任する等により、

安衛法に基づく統括安全衛生管理体制を確立するとともに、特に安衛法第 30条

第 1項第 1号から第 3号までに規定する次の事項に重点を置き、斜面掘削工事

現場での統括安全衛生管理を徹底しなければならない。

① 協議組織を設置し、その会議を定期的に開催して、斜面に関する情報を
共有する。

② 毎作業日に、関係請負人が行 う作業の連絡・調整を随時行う。
③ 毎作業日に少なくとも1回、作業場所を巡視する。
(2)作業主任者の選任
元方事業者が自ら2m以上の高さの斜面を掘削する作業を行 うときには、安
衛則第 359条の規定に基づき、地山の掘削作業主任者を選任しヽその者の指揮
により、当該作業を行わなければならない。               ヽ

(3)関係請負人に紺する技術上の指導等
元方事業者は、安衛法第 29条の 2の規定に基づき、工事を実施する関係請負
人がその場所に係る危「父を防止するための措置を適正に講ずるとともに、第 30

条第 1項第 4号の規定に基づき、関係請負人が、点検者に対して適切に知識を

付与できるよう、技術上の指導、必要な資材、場所等の提供等を実施しなけれ

ばならない。
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(4)掘削作業を行う箇所の調査
施工者は、安衛則第 355条の規定に基づき、地山の掘削作業を行う箇所の調

査を行わなければならない。

なお、発注者く調査者又は設計者が同条に規定する「適当な方法」によつて

行つた調査結果を調べることも同条に規定する「適当な方法」による調査に含

まれることとされている。

(5)ッ点検の実施

元方事業者が自ら掘削り[)作業を行う場合には、安衛則第 358条の規定に基づ

き、点検者を指名して、作業を開始する前、大雨の後及び中震以上の地震の後

に斜面の状況を点検させなければならない。点検に当たつては、日常点検表を

使用すること。

(6)点検結果を踏まえた危険防上のための措置の実施
元方事業者は、点検者による点検結果を踏まえ、地山の崩壊又は土石の落下

卜により労働者に危険を及ぼすおそれのある場合は、安衛則第 361条の規定に基
づき、当該危険を防止するための措置を講じなければならない。

2 元方事業者が実施することが望ましい事項
(1)適切な施工計画書の作成
元方事業者は、発注者から示された仕様書、発注者から得られた斜面の地盤

条件の情報等や設計者による設計・施工段階別点検表等の点検結果、自ら実施

した現地踏査時のサ点検結果、必要に応じて自ら実施する地質調査、過去に周辺

で行われた類似工事の施工情報及び施工の安全性を十分考慮し、安衛法第 28条

の 2の規定に基づくリスクアセスメントを実施した上で、(2)か ら (5)の事
項を含んだ施工計画書を作成し、発注者に提出すること。

(2)適切な施工費等の計上
当該変更工事の下部を関係請負人に請け負わせるに当たうては、安全対策に

要する経費を含む適切な経費を計上すること。

(3)斜面の点検及び確認の適切な実施、点検結果に基づく措置等
元方事業者は、点検者を選任し、第 3の 3の (1)の①のイからオの各段階
においては設計・施工段階別点検表により、②のアから工の時期においては日

常点検表により、日常点検表で変状を確認した場合は変状時点検表により、斜

面の状態をサ点検させるとともに、確認者を選任してッ点検者が行った,点検内容に

不備等がないかを確認し、斜面の状況に応 じて適切な措置 (関係請負人に対す

る必要な指示を含む。)を講ずること。
点検者の選任に当たっては、各種′点検が適切に実施されるよう、必要な知識

を有する適切な点検者を選任すること。今後、点検者に濃任する可能性のある

自らの労働者に紺しては、あらかじめ必要な知識を付与した上で、十分に点検

の補助等の実務経験を積ませるよう留意すること。
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また、確認者については、統括安全衛生責任者又はこれに準ずる者を確認者

に選任すること。

(4)異常時姑応シー トの作成及び発注者への報告
変状時点検で変状の進行を確認した場合、異常時対応シー トを作成 し、当該

斜面の異常、安全措置の状況等を発注者に報告すること。

(5)安全性検討関係者会議の開催及びその結果を受けた工事の変更
元方事業者は、異常時対応シー トを作成して発注者に報告した場合、安全′性

検討関係者会議を開催し、発注者に参加を要請して、異常時対応シー ト記載事

項により報告した斜面の状況に封応するためのテヽ― ド対策等の労働災害防止の

ための措置を検討すること。労働災害防止のための措置が決定された場合には、

施工計画書を変更し、当該変更された施工計画書に基づき工事を実施することを

3 関係請負人が実施すべき事項
(1)安全衛生管理体制の確立 ―

元方事業者の構築する上記 1(1)の 統括安全衛生管理体制に対応 し、安全
衛生責任者等を選任するとともに、安衛法第 32条第 1頂の規定に基づき、上記
1(1)① から③までの措置に応じて、統括安全衛生責任者と必要な連絡調整
を行い、特に斜面に関する情報を適切に把握する等、必要な措置を講じなけれ

ばならない。

(2)掘削作業を行う箇所の調査
施工者は、安衛則第 355条の規定に基づき、地山の掘削作業を行 う箇所の調
査を行わなければならない。

なお、発注者、調査者又は設計者が同条に規定する「適当な方法」によつて

行った調査結果を調べることも同条に規定する「適当な方法」による調査に含

まれることとされている。

(3)作業主任者の濃任
2m以上の高さの斜面を掘削する作業を行 うときには、安衛則第 359条の規
定に基づき、地山の掘削作業主任者を選任し、その者の指揮により、当該作業

を行わなければならない。

(4)斜面のッ点検、確認のための報告、点検結果に基づく措置の実施等
関係請負人は、安衛則第 358条の規定により、点検者を指名して、作業を開
始する前、大雨の後及び中心以上の地震の後には斜面の状況を点検させなけれ

ばならない。点検に当たつては、日常ッ点検表を使用すること。

4 関係請負人が実施することが望ましい事項
関係請負人は、 2の (1)から (5)の事項を、元方事業者 とも連携 して実施
すること。
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5 元方事業者及び関係請負人が実施すべき事項
(1)安全衛生教育の確実な実施
元方事業者及び関係請負人は、発注者や関係団体の協力を得て、作業に従事

する労働者に対して計画的な安全衛生教育を実施する。また、新規入場者に姑

する教育を確実に実施しなければならない。

(2)緊急時の退避
元方事業者及び関係請負人は、変状が極めて早く進行し、斜面崩壊による労

働災害発生の急迫した危険があるときは、直ちに作業を中止し、労働者を安全な

場所に退避させなければならない。

6 元方事業者及び関係請負人が実施することが望ましい事項
(1)ジ スクアセスメントの実施

元方事業者及び関係請負人は、リスクアセスメン トを実施した上で、元方事

業者の作成する施工計画書及び元方事業者が作成する作業箇所の状況に応 じた

作業計画を作成 し、その作業計画に基づき作業を行 うこと。なお、関係請負人

が作業計画を作成するに当たつて活用できるよう、元方事業者は自ら行ったリ

スクアセスメン トの結果や、必要に応 じて発注者の実施 した事前調査及び点検

の結果、施工計画書において安全確保上留意 した事項に関する情報等を提供す

ること。

(2)避難訓練の実施
元方事業者及び関係請負人は、斜面崩壊による労働災害を防止するため、工

事の各作業 (上記第 2の 2の (2)の各作業をいう。)を行 うに当たり、関係請

負人を含めた避難訓練を 1回以上実施すること。避難訓練においては、斜面崩

壊が発生した際にすべての労働者が安全に避難できることを確認するとともに、

避難訓練の結果を検討 し、必要に応 じて避難の方法を改善すること。
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設計・施工段階別点検表 別紙 1

1 この点検表は、掘削する地山の露頭 (①調査・設計、②施工計画)、 表面 (③丁張り)、 内部 (④掘削作業前時 ⑤掘削終了時)と斜面の状況が確認できる状態ごとに特に注意の必
要な切上部の調査項目をチェックするためのものである。1項目でも「有」があれば安全性の検討を行い、安全な切上こう配とするなど、施工の安全性を確保してから次の段階に進む。
2 この点検表は主に切上部の掘削高さが概ね 10メ ートル以下の掘削作業に用いると

有無未にO印をつける : 有=現象がある / 無=現象がない / 未二未確認 (確認できない)

掘削

⑤終了時

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

/

/

④作業前時

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

/

/

③丁張

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

/

/

②施工計画

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

/

/

①調査・設計

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

有 無 未

/

/

現象 (確認内容)

亀裂、段差、等高線の乱れ等がある

不安定な状況にある

新鮮な崩壊が認められる

周辺の植生と異なるまたは竹林等がある

クラックなどの変状がある

不均―で軟弱な土質である

特に浸食に弱い土質である

表層から土砂化する岩である

亀裂が多く、もろい岩である

流れ盤亀裂で簡単にはく離する

すべる可能性がある弱層がある

常時・多量の湧水、湧水に濁り がある

凍結・融解が著しく起こる

近傍工事箇所で崩壊履歴がある

「有」と記入した場合、状況や対応を記入する。

月/日 点検者サイン

施工の安全性の確保ができている  月/日 確認者サイン

項 目

地すべり地

浮石・転石

オTバ…ハング

植生

構造物

崩積土・強風化斜面

砂質土等

風化が速い岩

割れ日の多い岩

流れ盤

破砕帯など

地下水

凍結融解

斜面崩壊

工事箇所名

要因

地形

周辺状況

地質等

(上・岩質)

構造

湧水

凍結

災害記録

位
置

残
斜
面

切
土
部

備考

□

れ
削
高

|こ二こ面



日常点検表 別紙 2

無 ・ 有  (その現象= )

施工会社点検箇所

設計・施工段階別点検表で確認された現象の有無

工事名

1 この日常点検表は、斜面の崩壊を予知し、労働災害を防止するために、斜面の変状をいち早く発見するために使用する。
2 この日常点検表は、斜面掘削工事、切上部での擁壁工事などの作業開始前、作業終了時、大雨時、中震以上の地震の後などに使用する。
3.点検の結果、該当する項目がある場合は、その項目に“○"をつけ、該当しない場合は

常レ"又は“一"をつける。

4.点検の結果、いずれかの項目に“O"E口がついた場合、「変状時点検表」を用いて変状の推移を確認し、必要な対応を行う。(⑩、①を除く。)

備考

※下記の⑩、①項目の点検の結果、○が付いた場合は直ちに改善する。(改善により、変状時点検表には移行する必要はなくなる。)

/

( )

/

( )

/

( )

/

( )

/

( )

/

( )

/

( )

/

( )

/

( )

点検月日

(A:始業、 B:終業 iC:大雨(D:中震、 E:ほか)

① 切土勾配が丁張りと合わなくなった
② 切上部などに新たに亀裂が見つかった

③ 切上部や底面などに“はらみ"が見つかつた

④ 切上部の底面などに落石が見つかつた

⑤ 切上部などの一部に崩壊が見つかつた

③ 切上部に地下水 (湧水)が出てきた

⑦ 切上部などに浮石・転石が見つかつた
③ 周辺の樹木の傾きが変わった
③ 周辺の構造物に変状が見つかった

⑩ 降雨時に斜面め排水がスムーズでない
① 降雨時の法面保護対策 (シート等)に異常がある
②  「設計・施工段階別点検表」のうち、
特記すべき現象が見つかつた

① その他 ( )

変状場所、変状時刻、

変状状況、改善状況など

点検者サイン

確認者サイン

占

検
J百

目

備
考



変状時点検表 別紙 3

1.この点検表は、日常点検で見つかった土砂崩壊の前兆現象の進行状況を変状項目・箇所ごとに点検し、確認するためのものである。(なお、設計・施工段階別点検表で確認された亀裂
なども同様とする。)
2.日 常点検表において変状が発見された場合は、この点検表の点検実施襴の該当項目にO印をつけ、変状箇所欄に該当箇所 (詳細な位置、必要に応じて図示)を明記の上、点検する。点
検頻度は日常点検よりも多く行う。なお、変状項目・箇所以外については引き続き日常点検表を用いて行う。

3.亀裂などの変状の進行状況は、下記点検表の「現象」や項目ごとの「解説」「現象・判断基準」に合致しているかどうかで判定し、該当する項目の有か無にO印をつける。
4.変状などの進行が確認 (有にO印がついた状態)された場合は、一時作業を中断した上で、措置項目の安全措置を施し、該当する措置項目に○印をつける。
5.変状などの進行が確認された場合は、発注者に報告するとともに、異常時対応シートを作成し、シートに従い必要な対応を行う。

施工会社変状箇所工事名

/

( )

右  無

有 無
有 無
有 無
有 無
右  無

有  無

有 無
有 無
有 無
有 無
有  無

有  敏

有  無

有  無

有 無

/

( )

有  無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有  無

有 無
有 無
有 無
有 無
有  無

有  敏

有  無

有  無

有 無

/

( )

有  銀

有 無
有 無
有 無
有 無
有  無

有  無

有 無
有 無

有 無

有 無

有 無

有  無

有  無

有  無

有 無

/

( )

有  銀

有 無
有 無
有 無
有 無
有  無

有  無

有 無

有 無

有 無
有 無
有 無

有 無

有  無

有  無

有 無

/

( )

有  無

有 無
有 無
有 無
有 無
有  無

有  無

有 無
有 無

有 無

有 無

有 無

有  無

有    無

有  無

有 無

/

( )

有  無

有 無
有 無
有 無
有 無
有  無

右  無

有 無

有 無
有 無
有 無
有  無

有  無

有  無

有  無

右  無

/

( )

有  無

有 無

有 無

有 無
有 無

有  無

右  盤

有 無
有 無
有 無
有 無
有  無

有  無

有  無

有 無

有  無

/

( )

有 無

有  無

有 無
有 無
有 無
有  無

有  無

有 無
有 無
有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

/

( )

有  無

有  無

有 無
有 無
有 無
有 無

右  無

有 無
有 無
有 無
有 無
有 無
有  無

有  無

有 無

有  無

/

( )

有 禦

有  無

有 無
有 無
有 無
有  無

有  無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無
右  無

月 日

点検時期または時刻

丁張りと合致していない

進展している

進展している

小石程度が連続して起きている

肌落ち等が連続して起きている

量に変化が起きている

濁りが発生している

変状が見られる

進展している

進展している

増加、拡大している

変状が見られる

樹木の傾斜などに変化がある

変状が進んでいる

⑫特記すべき現象 ( )

⑭その他 (内容 )

現象項 目

①切土こう配

の亀製

③はらみ

④落石

⑤崩壊

⑥湧水

の浮石・転石

②亀裂

③はらみ

④落石・⑤崩壊

⑦浮石・転石

③樹木

⑨構造物

点検実施

(Oをつける)
位置

切
土
部

残
斜
面
及
び
周
辺

ほ か

(1)引き続き変状を観察する (措置なし)
(2)変状のモニタリングを実施する
(3)監視員を配置する
(4)変状のある付近を立入禁止にする
(5)変状のある付近での作業を中断し、退避する
(6)異常時対応シードに記載して報告する

点検者サイン

確認者サイン

（複
数
可
）

措
置
項
目



異 常 時 対 応 シ ー ト        別紙 4

(第   報)
平成   年   月   日  AM/PM   時   分

工事名

(業務名)

請負者

(受注者)

送付先
氏名 職種

連絡先

連絡者
氏名 職種

連絡先

異常確認日時 平成   年   月   日 (   ) 時 分

異常確認簡所

異常確認時の

作業内容

進行した

変状の種類

切上部

□①切土こう配

□⑥崩壊

□②亀裂

□⑥湧水

□③はらみ  □④落石

□⑦浮石・転石

残斜面及び周辺
□②亀裂

□⑥樹木

□③はらみ

□③構造物

□④落石・□⑤崩壊  □⑦浮石・転石

ほか

□⑫特記すべき現象

□①その他 ( )

変状状況 別紙に添付

□現場写真

□その他 (

□位置図  □平面図   □横断図

)

現在の

措置状】

(応急措置)

措置判断者

(確認者名)

□引き続き変状を観察する (措置なし)

□監視員を配置する

□変状のある付近での作業を中断し、退避する

□変状のモニタリングを実施する

□変状のある付近を立入禁上にする

□その他 (

※現時点で不明な点については「不明」と記入

対応指示・

結果報告

今後の対応に関する

指示事項

対応結果報告

対応内容

緊急連絡先

□発注者 TEL

□施工者 (本社) TEL

□施工者 (現場) TEL

口専門工事業者 TEL

□設計者 TEL

□調査者 TEL



別添 2

土石流による労働災害防止のためのガイドライン

第 1 趣旨
i平
成 8年 12月 に長野県と新潟県の県境をなす蒲原沢で発生した土石流災害により、23人が

死傷するという重大災害が発生した。労働省では、水災害の重大性にかんがみ設置された「労

働省 12.6蒲原沢土石流災害調査団」による提言を踏まえ、労働安全衛生規則の改正を行ったと

ころである(平成 10年労働省令第 1号 )。

本ガイ ドラインは、改正労働安全衛生規則と相まうて、土石流による労働災害の防止対策の

よリー層的確な推進を図るため、改正労働安全衛生規則において規定された事項のほか、事業

者が講ずることが望ましい事項及び従来の労働安全衛生関係法令において規定されている事項

のうち土石流による労働災害防止のために重要なものを一体的に示すことを目的とするもので

ある。

事業者は、本ガイドラインに記載された事項を的確に実施することに加え、より現場の実態

に即した土石流に対する安全対策を講ずるよう努めるものとする。

第 2 適用等
1 用語の定義
本ガイ ドラインにおける用語の定義は以下のとおりである。

(1)土石流

土砂又は巨れきが水を含み、一体となつて流下する現象をいう。

(2)河川

河道及び河岸をいう。     ′

(3)24時間雨量

ある時点の 24時間前から当該時点までの降雨量をいう。

(4)時間雨量

ある時点の 1時間前から当該時点までの降雨量をいう。

2 適用
本ガイ ドラインは、以下のいずれかに該当する河)||(以下「土石流危F父河川」という。)にお

いて、建設工事の作業を行う場合に適用する。ただし、臨時の作業には適用しない。

(1)作業場所の上流側 (支川を含む。以下同じ。)の流域面積が 0,?km2以上であって、上流側の

0.2kmにおける平均河床勾配が 3° 以上の河)II

(2)市町村が「土石流危険渓流」として公表している河川

(3)都道府県又は市町村が「崩壊土砂流出危険地区」として公表している地区内の河川

第 3 事業者の実施する事項
1 作業着手前の調査事項
事業者は、次に掲げるところにより、作業に着手する前にあらかじめ調査を実施すること。

(1)地形等の調査

事業者は、作業場所から上流の河サII(支川を含む。以下同じ)及びその周辺に関して次に掲

げる事項を調査すること。

イ 河,IIの形状、流域面積及び河床勾配



口 河サ||の周辺における崩壊地の状況
ハ 河サllの周辺における積雪の状況
二 河川及びその周辺における砂防施設、道路施設等の状況

ホ 河川の周辺における各地方気象台の定める大雨注意報基準等

(2)過去の上石流の発生状況

事業者は、必要に応 じ、作業場所から上流め河川の周辺における過去の上着流の発生の有

無を調査し、土石流の発生が認められた場合には、次に掲げる事項を調査すること。

イ 土石流の発生原因、流下・堆積状況、推定流下速度等
口 土石流発生推定時点での雨量等の状況
2 土石流による労働災害防止のための規程の策定

事業者は、土石流による労働災害を防止するため、あらかじめ、1の調査結果を踏まえ、次

に掲げる事項についての規程を定めること。

(1)降雨量等の把握の方法

(2)降雨又は融雪があった場合に講ずる措置

(3)地震が発生した場合に講ずる措置

(4)土石流の発生の前兆となる現象を把握した場合に講ずる措置

(5)土石流が発生した場合の警報及び避難の方法

(6)避難の訓練の内容及び時期

3 降雨量等の把握の方法

事業者は、次に掲げる事項について、それぞれその定めるところにより把握すること。

(1)降雨量

イ 事業者は、降雨量が土石流の早期把握等の措置を講ずるための降雨量基準 (以下「警戒降

雨量基準」という。)に達していないことを確認するため、作業の開始又は再開の時に 24

時間雨量を、その後 1時間ごとに時間雨量を雨量計による測定等適切な方法により把握す

ること。

口 事業者は、雨量計を設置して降雨量を把握する場合には、雨量計の選択及びその設置場

所の選定を適切に行 うこと。

(2)気温の把握

事業者は、積雪のあるときは、必要に応じ、温度計による測定等適切な方法により気温を

把握すること。

4 降雨の場合に講ずる措置
事業者は、降雨に関して次に掲げる事項を実施すること。

(1)警戒降雨量基準の設定

事業者は、土石流の発生に備えるため、次に掲げるところにより、警戒降雨量基準を定め

ること。

イ 24時間雨量に係る警戒降雨量基準を定めること。この場合、同基準は各地方気象台の定

める 24時間雨量に係る大雨注意報基準を上回つてはならないこと。

口 必要に応じ、イの 24時間雨量に係る警戒降雨量基準に加え、その他の降雨量に関する基

準等により警戒降雨量基準を定めること。

(2)警戒降雨量基準に達した場合に講ずる措置



事業者は、降雨量が (1)の警戒降雨量基準に達した場合は、次のイからハのいずれかに掲

げる措置を講ずること。

イ 作業中止及び退避
作業を中止し、速やかに労働者を安全な場所に退避させること。

口 監視人の配置による土石流発生の検知
(イ )監視人の配置場所

監視人の配置場所の選定に当たっては、以下の点に留意すること。

a 河川の状況に応じ、支川において発生・流下してくる土石流も監視できること
b 監視人が土石流を発見できる位置から作業場所までの距離を地質・河床勾配等に応
じて想定される上石流の流下速度 (5～ 20m/s、 以下同じ。)で除して得られる時間内に

すべての労働者を避難させることができること

(口 )警報用の設備の作動

監視人が土石流を発見したときに直ちに警報用の設備を作動させることのできる措

置を講ずること。          1
(ハ)監視人の安全確保

監視人の安全を確保するための措置を講ずること。

.ハ 土石流検知機器による土石流発生の検知
(イ )検知機器の選定

検知機器の選定に当たつては、各検知機器の種類ごとの特性、地形条件、管理・操作

性等に十分留意すること。また、誤作動に配慮し、警報装置が作動した際に、実際に土

石流が発生したかどうかを確認するため、監視カメラの併用等についても検討するこ

と。

(口 )検知機器の設置場所

検知機器場所の選定に当たっては、以下の点に留意すること。

a 河川の状況に応じ、支川において発生・流下してくる土石流を監視できること
b 土石流を検知できる位置から作業場所までの距離を地質・河床勾配等に応じて想定
される土石流の流下速度で除して得られる時間内にすべての労働者を避難させるこ

とができること

(ハ)警報用の設備の作動

検知機器は、土石流を検知した場合に自動的に警報用の設備を作動させる機能を備え

たものとすること。

(工)検知機器の′ミ検

検知機器については、正常に作動することを確認するため、機器ごとの′点検仕様等に

定めるところにより点検を実施すること。

(3)(2)に掲げる措置の解除の条件

事業者は、降雨量が (1)に定める警戒降雨量基準に達した後において、 (2)に掲げる措置を

解除する場合にあつては、次のイ及び口のいずれにも該当すること。

イ 降雨量が (1)で定める警戒降雨量基準に達していないこと。
口 降雨量が警戒降雨量基準に達してから連続 12時間以上の降雨の中断があること。
融雪又は地震の場合に講ずる措置5



事業者は、融雪又は地震の場合に次に掲げる事項を実施すること。

(1)融雪時に講ずる措置

事業者は、作業場所から上流の河川の周辺に積雪がある場合で、積雪深、気温の変化等に

より融雪を把握した際には、その把握結果に基づき、降雨に融雪が加わることを考慮して、

積雪の比重を積雪深の減少量に乗じて降水量に換算し降雨量に加算する等適切な措置を講ず

ること。

(2)地震を把握したときに講ずる措置

事業者は、作業場所において中震以上の地震を把握した際には、いつたん作業を中止し、

土石流の前兆となる現象の有無を確認する等適切な措置を講ずること。

6 土石流の発生の前兆となる現象を把握した場合に講ずる措置
事業者は、ヽ河川の流水の急激な減少、濁りの発生等の上石流の発生の前兆となる現象を把握

した際には、いつたん作業を中止し、その現象の継続の有無を監視する等適切な措置を講ずる

こと。

7 警報及び避難の方法等
事業者は、警報及び避難に関し、次に掲げる事項を実施すること。

(1)警報用の設備の設置等

イ 警報用の設備の設置
事業者は、土石流の発生による労働災害の発生の危険があることを把握した際に、これ

を関係労働者に速やかに知らせるため、サイレン、非常ベル、一斉通報の可能な放送設備、

携帯用拡声器、回転灯等の警報用の設備を適切な場所に設置すること。

口 関係労働者への月知
事業者は、関係労働者に対して、警報用の設備の設置場所、使用方法及び警報の種類を

周知させること。        フ

ハ 警報用の設備の有効性の保持
事業者は、警報用の設備を常時有効に作動するように保持しておくこと。

(2)避難用の設備の設置等

イ 避難場所の設定
事業者は、土石流発生時における安全な避難場所を定め、関係労働者に周知させること。

口 避難用の設備の設置
事業者は、土石流の発生により労働災害め発生の危険があることを実際に把握した際

に、労働者を速やかに安全な場所に避難させるために、登り桟橋、はしご等の避難用の設

備を設けること。

ハ 関係労働者への周知                     ′

事業者は、避難用の設備の設置場所及び使用方法を関係労働者に周知させること。

二 避難用の設備の有効性の保持
事業者は、避難用の設備を常時有効に保持すること。

8 土石流による労働災害発生の急追した危険がある際の退避
事業者は、土石流の発生を把握したとき、土砂崩壊により天然ダムが形成されていることを

把握したとき等、土石流による労働災害発生の急迫した危険があるときは、直ちに作業を中止

し、労働者を安全な場所に退避させること。



9 避難訓練の内容及び時期
事業者は、避難訓練に関し、以下に掲げる事項を実施すること。

(1)避難訓練の時期及び内容

事業者は、すべての関係労働者を対象に、次に掲げるところにより避難訓練を実施するこ

と。

イ 事業者は、避難訓練を工事開始後遅滞なく 1回、その後 6月 以内ごとに 1回実施するこ
と。避難訓練においては、土石流が発生した際にすべての労働者が安全に避難できること

を確認すること。

口 事業者は、工事の進捗に伴い避難設備等の変更等を打った場合には必要に応 じて避難訓
練を実施すること。

(2)避難訓練の結果の記録及び検討

イ 事業者は、避難訓練を行ったときは、次に掲げる事項を記録 し、これを 3年間保存する
こと。

(イ )実施年月日

(口 )訓練を受けた者の氏名

(ハ)訓練の内容

口 事業者は、避難訓練の結果を検討 し、土石流が発生した際に労働者を安全に避難させる
ため必要な改善を行うこと。

10 安全衛生教育

事業者は、次に掲げるところにより安全衛生教育を実施すること。

(1)施工計画を作成する者に対する教育

事業者は、施工計画を作成する者に対し、あらかじめ、次に掲げる事項について教育を行

うこと。

イ 土石流に関する基礎知識
口 事前調査結果の評価方法
ハ 土石流による労働災害防止のための具体的手法
二 監視人の配置並びに土石流検知機器、警報用の設備及び避難用の設備の種類及び設置場
所の選定

ホ 土石流による災害事例
(2)現場の安全管理を行 う責任者に対する教育

事業者は、現場の安全管理を行 う責任者に対し、あらかじめ、次に掲げる事項について教

育を実施すること。

イ 土石流に関する基礎知識
口 警戒降雨量基準の設定及び降雨量等の評価
ハ 土石流による労働災害防止のための具体的措置
二 監視人の配置並びに上石流検知機器、警報用の設備及び避難用の設備の種類及び設置場
所の選定

ホ 土石流による災害事例
(3)現場で作業を行 う労働者に対する教育

事業者は、現場で作業を行 う労働者に対し、新規入場時及びその他必要な時期に次に掲げ



る事項について教育を行うこと。

イ 土石流に関する基礎知識
口 土石流による労働災害防止のための具体的措置
ハ 警報用の設備及び避難用の設備の設置場所及び使用方法
二 土石流による災害事例

第 4 元方事業者等の実施する事項
1 元方事業者の講ずる措置
元方事業者は、以下に掲げる事項を実施すること。

(1)協議会等の設置

元方事業者は、すべての関係請負人が参加する労働災害防止のための協議会等を設置して

次に掲げる事項を協議すること。

イ 降雨量等の把握方法
コ 警戒降雨量基準の設定及びその基準に達した場合に講ずる措置
ィヽ 融雪又は地震の場合に講ずる措置
二 土石流の前兆となる現象を把握した場合に講ずる措置
ホ 避難及び警報に関する事項
へ 避難訓練の内容及び時期
(2)警報の統一

イ 元方事業者は、土石流が発生したとき又は発生するおそれがあるときに行う警報を統‐

的に定め、これを関係請負人に周知させること。

口 元方事業者及び関係請負人は、土石流が発生したとき又は発生するおそれがあるときに
は、イで統一的に定められた警報を行うこと。

(3)避難訓練の統一等

イ 元方事業者は、関係請負人が実施する避難訓練について、その実施時期及び実施方法を
統一的に定め、これを関係請負人に周知することЬ

口 元方事業者及び関係請負人は、イで統一的に定められた実施時期及び実施方法により避
難訓練を行うこと。

ハ 元方事業者は、関係請負人が行う避難勃1練に対して、必要な指導及び資料の提供等の援
助を行うこと。

(4)関係請負人に対する技術上の指導等

元方事業者は、関係請負人が講ずべき措置が適切に実施されるように、技術上の指導その

他必要な措置を講ずること。

2 異なる元方事業者が近接して作業を行う際に講ずる措置  |
元方事業者は、土石流危険河川において、他の元方事業者と近接して作業を行う場合には、

以下に掲げる事項を実施すること。

(1)複数の元方事業場が同一の上石流により被害の発生するおそれのある場所で同時に工事を

施工している場合には、すべての元方事業者が参加する労働災害防止のための協議会等を設

置して統一的な安全管理を行うこと。

この場合、複数の発注機関が近接して工事を発注しているときにあつては、必要に応じ、

発注機関間の協議結果を反映した統一的な安全管理を行うこと。



(2)各元方事業者は協議会で決定された事項を関係請負人に連絡する体制を確立すること。

(3)協議会等においては、以下の事項を協議すること。

イ 降雨量等の把握方法          .        、

口 警戒降雨量基準の設定及びその基準に達した場合に講ずる措置｀

ハ 融雪又は地震の場合に講ずる措置
二 土石流の前兆となる現象を把握した場合に講ずる措置
ホ 避難及び警報に関する事項               ,
へ 避難訓練の内容及び時期―                   ′



愛害からの復旧工事の安全な龍工について
別添 3

作業の奥商にあたつて注意すべき事項

○月R装・装備
長袖・長ズボンの作業着、安全靴など底の厚い靴、

防しんマスクなど、作業にあたり適切な装備とするこ
丈夫な手袋
と。

ヽ

地盤が緩んでいるなど不安定な場所で

作業を行う場合には、鉄板の敷設などに

より車両系建設機械、移動式クレーン

などの転倒防止を図ること。
また、有資格者が運転するほか、運転
中は運転者以外の立入を禁止することと

作業床を設置できない場合は、フル八―ネス型墜藩制止用器具な
どを使用すること。

(

ⅢⅢ
r

O掘削作業を行うときは
地山、地層の状況を確認し、
土止め支保工を使用すること。

立

倒れるおそれのある建物など

には立入禁止措置を行うこと。

( r ′

〇がれき処理で粉しんが舞う中で作業するときは
粉しんを吸い込まないようにするため、防しんマスクを使用する
こと。また、粉しんを飛散させないために、原則として、作業を開
始する前に建築物などへの散水などにより、湿潤な状態とすること。

く)  厚生労働省。都道府県労働局・労働基準監督署



居U添4

建設業の事業主・作業員の皆さまヘ

建設業の労働災害による死亡者数は、中長期的には減少していますが、ここ数年は減少数
が鈍つており、毎年300人以上の方が亡くなつています。

事故の型別にみると、墜落 。転落による死亡事故が4フ。/Oを占め、最も大きな害J合となつて
います。また、墜落した場所でみると、屋根からの墜落事故が多くなつています。スレート
等の屋根の踏み抜きと合わせると、平成25年は43人となり、全体の約270/0を占めています。

このような状況を踏まえ、厚生労働省では、平成26年 1月に「墜落防止のための安全設備
設置の作業標準マニュアル」を作成しました。

このパンフレットはヽ短期間に屋根作業が終了して屋根端部に足場を設置するより安全面
において合理的と考えられる場合に適用できる安全帯取付設備の設置方法と、八―ネス型安
全帯等の使用方法についてとりまとめたものです。

「墜落防止のための安全設備設置の作業標準マニユアル」のポイント

足場の設置が困難な屋根上作業での
墜落防止対策のポイント

160人 (470′
′。)

・転落

飛来・落下 20人(8%

建設業における墜着による

死亡災書の特徴 (平成25年)

その他 48人 (30。/。 )

はり、母屋 10人(6%)

はしご 12人(80/。 )

窓、階段、開回部等
16人 (10%)

崩壊 。倒壊
36人 (110/o)

屋根、屋上
27人 (17。/。 )

スレート、波板
の踏み抜き
lo人 (100/。 )

建設業における事故の型別
死亡災善発生状況 (平成25年 )

その他 47人 (14。/。 )

はさまれ 19人 (60/。 )

激突され 27人 (80/。 )

交通事故 33人 (100/o)

適正な保護具を正しく装着しましよう

[ハ
エネス型安全帯]

八―ネス型安全帯は墜落阻止時に身体への負担が少ない
とされている。ペル トにねしれがないか確認しつつ、
長さを調節し、ゆるみがないように着用する。

なお、一度大きな力が加わつた安全帯は使用しない。

肩ベル ト
胸ベル ト

遥卦吉ハリレトは

着用前にD環
と連結

[ランヤード]
ショックアブソエパ付きで、
巻取機能があるものを使用する。

1本式 2本式

[安全靴]

耐滑f性、安全‖生、屈曲性に優れた

靴を選ぶ。

[保離幅 ]

①まつすぐ深くかぶる。

②ヘッドノヾンドは頭の

大きさに合わせて

調節し確実に固定する。

③アコ
｀
ひもは緩みがない
ようにしっかり締める。

○保護具は、事前に取扱説明書の内容を確認・理解し、必ず、点検などを行つてから使用しましょう。



垂直親綱 (主嗣 の設置方法 ①  地 上 か ら の 主 綱 の 設 置 の し か た

屋根上での作業を始める前に墜落防止対策の要となる、一本国の垂直親綱 (主綱)を設置します。
主綱の設置方法の1つは、地上から操作棒を使うやり方です。この方法では、作業開始前 (はしご

昇降前)から作業終了時まで、作業者の地上への墜落阻止が期待できます。

○屋根勾配が6/10以上の場合など、屋根面を作業床としてみなすには不適切な場合は、屋根用足場などの
作業床の設置が必要です。

O大量の資材で屋根面の多くが覆われてしまう場合などは、通切な作業床を確保するための指置が必要です。

○墜落防止対策の他(立入禁止区域の設定など飛来物災書を防止する情置も併せて行うことが必要です。

[作業手順]…―――――――――エーーー__ェ__――――――一―――――∵――エーーーー

0 e 0

0

操作棒を使つて、ガイドボール付きの
パイロットラインを屋根上に通す。

次に、強固な構造物やウェイトノくケット
などに一端を固定した主綱をノくイロツト

ラインと仮固定する。
パイ回ットライン

イド
ール

/
ガ

ウェイトノぐケット
(主網固定用)

[操作棒を使うた地上からの主網設置の例]

プ(イロットラインと仮固定

した主綱を手前側へ引き戻し、

屋根上を通した主綱を強固な

構造物・樹木などに固定する。

ウェイトパケット

フック金具による
主綱固定の例

フック

スライドを主綱に連結して

はしごを昇り屋根上に上がり、

屋根棟付近で安全ブロックを

主綱に運結する。

スライド

墜落防護が可能な
方向と自由に移動
する方向があるので、
使用前に確認する。

安全ブロックのストラップが
適切に機能することを確認
してから、安全帯のD環ヘ
取り付ける。そのあとで、
スライドをD環から取り外す。

※ストラップの変形・損傷の
有無やロック機能について、
使用前に必ず点検しておく。

<主綱固定器具の例>

操作棒
ヽ▲

占

フック
金具

垂直親網 (追加分 )

複数の作業員が作業する場合には、

人蓼欠分だけ追加する。

フック
金具

ウェイト
ノ〈ケットによ
主綱固定の例 ウェイトパケット フック金具

※ウェイ トパケットの重量は、

この茉見4岡を利用する作業員の

体重程度以上を目安とする。

主綱

最初に屋根上に

設置する垂直親綱

安全ブロック

親綱固定回―プ
主綱 (垂直規綱)の脱落を
防ぐもの。けらばに近づく

場合は必要。

はしご昇降時は、はしご上方と

脚部を固定する。困難な場合は、

しつかり支える。はしご上端は

60cm以上出し、脚部は平らで、
めりこみのおそれのない状態に

して使用する。



垂直親綱 (封岡)の設置方法 ②  移 動 は し ご を 使 つ た 主 綱 の 設 置 の し か た

主綱を設置する2つめの方法は、はしご上方と月去,部の2点 (左右を含めると合計4点)を堅固な
構造物にロエプで運結し、はしご上端にショックアブソーパ付き安全ブロックを取り付けた墜落
防護機構を使うやり方です。

○屋根勾配が6/10以上の場合など、屋根画を作業床としてみなすには不適切な場合は、屋根用足場などの
作業床の設置が必要です。

O大量の資材で屋根面の多くが覆われてしまう場合などは、通切な作業床を確保するための指置が必要です。
①墜落防止対策の他、立入禁止区域の設定など飛来物災害を防止する情置も併せて行うことが必要です。

[作業手順 ]

◇ ② 0地上で、はしご上方固定用の□―プと

安全ブロックを取り付ける。

次に、はしご上方と脚部をそれぞれ

堅固な構造物に固定する。

はしごを使つて軒先に上がり、

軒先の側面に主綱を付けた

フック金具を取り付ける。

安全ブロックのストラップを
はしご支柱の外側を通して、
すみやかに棟を超える。

ク金具

60cm以上
出す。

安全ブロックの
ストラップは、
はしご支柱の外側を
通すこと。

ショックアブソーノヽ付の
安全ブロックの使用

3点支持
(両手両脚のうち
3点を、はしごと
接する昇降の方法 )

※はしごの固定は、はしごの中心から
左右に 1間以上の間隔を確保する。

※はしご上方は、その真下または
建物側に引き寄せて固定する。

[移動はしごを使つた主細設置の例]

フック金具

lm以内で
作業する

※はしごを中心として約 lm
程度の範囲内で作業を行う。

追加した

※はしごの踏み桟は墜落

阻止するための強度が

不十分な場合があるので、

藩下時の荷重が踏み桟

ではなく、支柱に伝わる

ようにする。

ないよう主綱を

引き、固定する。

0

0票 B肩存?電奢分昂

棟を超えたら、安全ブロックを
主綱に取り付け、ストラップを
D環に運結する。そのあとに、
これまで使用していたストラップ
(移動はしごに付けていたもの)
を外す。

※ス トラップの変形・損うの

有無やロック機能について、
使用前に必ず点検しておく。

架け替えは、二重に
ストラップを連結してから
一方を外すのがポイント

主綱

ック金具を

ス トラッ

主糸岡

主綱
最初に屋根上に
設置する垂直親綱

安全プロック

はしご上方 .脚部を
堅固な構造物に
回―プで固定する。

親綱固定ロープ
主綱 (垂直親綱)の脱落を
防ぐもの。けらばに近づく
場合は必要ぅ

はしごは、平らでめりこみの
おそれのない場所に立てる。
また、】IS規格などI性能が信頼
できるものを使う。

フック金具



屋根上での安全な作業方法

屋根上で作業を行う際は、次の点に注意してください。

けらば付近に近づく場合は、親綱固定□―プで主綱または追カロした垂直親綱の水平移動を

拘束する補強が必要です。

し)らば

けらばには近づかない
けらばに近づく場合は、
親綱固定回―プによる補強を行う

複数の作業者が屋根上で作業する場合は、その人数分だけ垂直親綱を屋根上に増設する

必要がありますと

→

→

1本の主網 (垂直親網)に
纏数の安全プロックを取り付けて使用しない

作業者数に応して、

垂直親綱の増設を行う

軒先の高さが低い建物や安全ブロックの取付位置から地上までの距離が短い場合などは、

ストラップの短い安全ブロックを使用するか、安全ブロックを取り付ける位置をよく検討

する必要があります。

例えば、ス トラツプの長さが5.フ mの通常の安全ブロックの場合、

軒先あ高さが4m以下の建物や安全ブロックの取付位置から地上
までの延べ長さが 8m以下の建物では、墜落防止時に地上に衝突
する危険il生があります。

このような場合は、小型の安全ブロック (ス トラップ長3.5m)を

使用するか、または安全ブロックを取り付ける位置を十分に検討

するようにしてください。

安全プロック
取イ↓f立世

g

詳細 は、最寄 りの都道府県労働局、労働基準監督署 にお尋ねいただ くか、

厚生労働省木―ムペ ージをご覧 ください。

墜落防止のための安全設備設置の作業標準マ三ュアル

httD:〃 WWWimhlwiqo.iD/neW― info/kObetu/roudou/qvousei/anzen/140526-1.htmi

厚生労イ動省トップページ >政策について >分野別の政策一覧 >雇用・労働 >労働基準 >安全 t衛生 >
安全衛生関係リーフレットー覧 >― 足場の設置が困難な屋根上作業 ―墜落防止のための安全設備設置の作業標準
マニュアル

20147
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一石綿を含むスレート板Ⅲ
―
ビニル床タイルに注意 !―

建築物等の解体・改修を行う際には、石綿(タスベスト)が建材に使用されているか必す事

前に調査し、記録することが義務付けられています。

石綿が使用されていた場合、適切な飛散・ばく露防止措置をとる必要があります。

本パンフレットでは、石綿が含まれる成形板等の除去の際の留意事項を中心にとりまとめ

ています。

く) 厚生労働省・都道府県労慟局・労慟基準監督署



建築物解体・改修時にはt木造建築であつても、吹き付け材がなくても、石綿の有無を判断するための

事前調査が義務付けられています。目視や設計図書等で判断がつかない場合は、石綿があるものとして

作業を行うか、分析調査し、その結果を記録しておかなければなりません。また、これらの調査を終了し

た日、調査の方法及び結果の概要について、労働者が見やすい箇所に掲示しなければなりません。(石綿

障害予防規則第3条 )

詳しくはt4ページロの「事前調査の流れ」(模式図)をこ覧ください。

建物等の解体・改修における事前調査

取扱い時の発じん性が比較的低い、石綿を含有する成形板等【スレートボード、吸青板、ビニル床タイ

ル(Pタイル)、けい酸カルシウム板、サイデイング、セメント板等】を除去する作業であつても、破壊やw
断を行つたり、また、遭切な飛散・ばく露防止措置を伴わなければ、高濃度の石綿にばく露するおそれが

ありますので注意が必要です。

石綿含有成形板等を除去する作業(いわゆるレベル3作業)

天丼/壁 内装材  :スレートボード、けい酸カルシウム板第二種、パルプセメント板
天丼/床 吸音断熱材 :石綿含有回ックウール吸音天丼板
床材        :ビ ニル床タイル、フロア初
外壁/軒天 外装材 :窯業系サイディング、スラグせつこう板、押出成形セメント板、スレートボiド、

スレート波板、けい酸カルシウム板第一種        
―

屋根材       :ス レート波板、住宅屋根用化粧スレート

建築物の施工部位の例

石綿とは

石綿は、アスベストとも呼ばイlているもので、天然に産出する鉱物の一種です。

石綿は、熱や摩擦に強い等の性質から、これまでさまざまな用途に使用されてきましたが、特に建築材料として多量に使用されてきま

した。

石綿の有害性としては、石綿の粉じんをVく入することにより、主に次のような健康障害を発生させるおそれがあります。

①石綿肺(じん肺の―種)      :肺 が線維化するもので、せき等の症状が現れ、重症化すると呼吸機能が低下することがあります。

②肺がん            :肺 にできる悪性の腫瘍です。

①胸膜、腹膜等の中皮腫(がんの一種):肺を取り囲む胸膜等にできる悪性の腫瘍です。



石綿含有成形板等の建材を除去する作業では、次の点に留意して作業の計画を策定するとともに、作

業を実施してください。

1)作業計画の策定

石綿除去作業に必要な作業計画は、事前調査の結果や建築物の解体に関する作業計画を踏まえたも

のにしましょう。

2)作業の方法

■手ばらし作業

可能な限り破壊や破断を伴わない方法で行い、

原則として手ばらしで、原形のまま除去してくださ

い。それができない場合は十分に湿潤化し、高性能

真空掃除機で集じんしながら作業してください。

取りはすした建材は高所からの投下などのないように注意して

ください。

剰 寡3)石綿粉じんの発散防止

■湿潤化

原則として散水又は栗液の散布等により、湿潤化して作業を行います。散水することにより足元が滑り

やすくなることや重量物などが手から滑つて落下する恐れがある場合は、留め付け部分のみでもかまい

ません。

::ギく

1ヽ

4)労画者の石綿粉じんのぼく露防止対策

労働者の健康障害を防止する観点から、以下が石綿障害予防規則により義務付けられています。

①石綿作業主任者の選任

②労働者への特別教育の実施

(対象は解体等作業に従事する労働者全員です。)

③適切な呼吸用保護具の使用

(電動ファン付き呼吸用保護具又は取替式防じんマスク【RS3・RL3】を使用してください。)

④保護衣又は作業衣の使用

⑤作業に関係ない者の立入禁止措置

⑥作業の記録及び保管(40年間)

⑦健康診断の実施及び記録の保管(40年間)

※石綿吹付け材や石綿含有保温材等の除去作業では、より厳重な飛散・ばく露防止対策を講じるとともに届出等が必要です。
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・設計図書、施工記録等に基づき、

総合的に判断することが必要

・使用建築材料、施工年、施工部位

等が調査のポイント

・区画、改修により設計図書との乖

離がありうることに留意

。現場との整合確認も重要

石綿含有の有無に関わらす、事前調査結果の記録、掲示は必須

―
試料採取,分析

事前調査の流れ

不明

石綿非含有

▼

石綿含有材料

使用建築材料、施工年、施工部位等に基づきt

石綿含有の有無を判断

:石綿があるものとみなして対応

: (Ж吹付け,の場合は必す分析)

石綿障害予防規則は労働安全衛生法に基づく省令であり、各規定に違反した場合は、労働安全衛生

法に基づく罰則の適用があります。(一部規定を除く)

について

▼再利用しないでください

建築物等に使用されていた石綿含有成形板等を取り外した後に再利用したり、他者に譲渡・提供する

ことは固く禁じられています。(労働安全衛生法第55条 )

▼壊さないでください

取り外した石綿含有成形板等は、壊さすに廃葉してください。サイズが大きく運送等に当たり、やむ

を得す切断等する場合には、十分湿潤化するとともに、適切な呼吸用保護具を着用し、石綿粉じんの飛

散・ばく露を防止してください。

狩
イ

ｒ

ｉ
情

・Ｉ

▼建物の解体。改修時には、屋根や足場等からの転落に注意すること

▼ スレート板等の踏み抜きによる転落事故にも注意すること

▼ 建設用機械 (重機)の近くでの作業は避けること

▼作業の前後にこまめに水分、塩分を摂取するなど熱中症対策を語じること

その他の一般的な安全衛生対策

● 詳しくは、最寄りの都道府県労働局又は労働基準監督署にご相談ください。
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解体改修工事の受注者 (解体改修工事実施者)の皆さま 居JttA5-2 (R4.1)

建築物・工作物・船舶の解体工事、リフォーム・修繕などの

改修工事に対する石率需女・す策の去見常uが:独化されています

石綿は平成18年 (2006年 )9月から輸入、製造、使用などが禁止(罰則あ
り)されていますが、それより以前に着工した建築物・工作物・船舶※は石
綿が使用されている可能性が高く、角平林工事・改修工事で飛散した石綿の
粉しんを吸い込むと、肺がんや中皮腫を発症するおそれがあります。適切
な対策の実施が必要です。 ※船舶は鋼製のものに限ります。以下、本資料において同様。

工事開始前の石綿の有無の調査
■工事対象となる全ての部材について、石綿が含まれているかを事前に
設計図書などの文書と目視で調査し (事前調査)、 調査結果の記録を
3年間保存することが義務です

■建築物及び船舶の事前調査は、厚生労働大臣が定める者に行わせることが
義務になります (令和 5年 10月 ～)

工事開始前の労働基準監督署への届出
■石綿が含まれている保温材等の除去等工事の計画は 14日前までに
労働基準監督署に届け出ることが義務です

■T定規模以上の建築物、船舶、特定の工作物の解体・改修工事は、事前調査
結果等を電子システム (スマホも可)で報告することが義務になります
(令和 4年 4月～)

吹付石綿・石綿含有保温材等の除去工事に対する規制
■除去工事が終わつて作業場の隔離を解く前に、資格者による石綿等の

取り残しがないことの確認が義務です

石綿含有仕上塗材・成形板等の除去工事に対する規制

■石綿が含まれている仕上塗材をディスクグラインダー等を用いて除去
する工事は、作業場の隔離が義務です

■石綿が含まれているけい酸カルシウム板第 1種を切断、破砕等する
工事は、作業場の隔離が義務です

■石綿が含まれている成形板等の除去工事は、切断、破砕等によらない
方法で行うことが原則義務です

写真等による作業の実施状況の記録

■石綿が含まれている建築物、工作物又は船舶の解体
作業の実施状況を写真等で記録し、 3年間保存する

改

と

。

　

こ

修工事は、

が義務です 1



石綿対策の規制が強化されています

改正後の規常u(改正石綿障害予防規則 ) *下線部が令和 2年 7月公布の
改正省令による改正事項

石綿飛散の危険性

高 低

レベル 1建材  レベル 2建材 けい酸加シ,A板第 1覆 (破砕時)
仕上塗材(電動工具での除去時)

レベル 3建材

す す

す す

す

す す

[参考 ]改正前の規制 (石綿障害予防規則 )

(レベル 1建材のみ)計画届の提出

(レベル 2建材のみ)作業届の提出

(全てのレベルで実施)

事前調査の実施、作業計画の作成、掲示、作業時に建材を湿潤な状態にする、

マスク等の使用、作業主任者の選任、作業者に対する特別教育の実施、健康診断の実施

(レベル 1・ 2建材 )
作業場所を隔離し負圧を維持、集しん 。排気装置の初回時点検、作業前の負圧点検

2

計画届の提出*14日前まで
(レベル 2まで拡大う

調 査 結 果 等 の 報 告 (一定規模以上の工朝 爛 象 )

阻作業計画の作成
作業計画に基づく作業状況などの写真などによる記録・ 3年保存
■指示
■作業時に建材を湿潤な状態にする
■マスク等の使用
■作業主任者の選任
■作業者に対する特別教育の実施
■健康診断の実施

■事前調査の実施

■作業場所を隔離し、
負圧を維持
■集しん 。排気装置の初回時・

知 点検
■作業前・作業中断時の

負圧点検
■隔離解除前の取り残し確認

作業場所の隔離



工事 。作業別の規制内容の早見表

■工事開始前まで■

規制内容

工事の種類  全ての解体・改修工事
建築物 工作物  船舶

事前調査の実施、記録の 3年保存      0   ●

事前調査に関する資格者要件        ●

事前調査結果等の報告 (工事開始前まで)   0※ 1 ●※2

作業計画の作成 (石綿合有建材がある場合)  0   ●

計画の届出 (工事開始の14日前まで)     0※ 4 ●※4
※ 1床面積80m2以上の解体工事または請負金額100万円以上の改修工事に限る
※ 2請負金額100万円以上の特定の工作物の解体工事または改修工事に限る
※ 3総 トン数が20ト ン以上の船舶に係る解体工事または改修工事に限る
※4吹付石綿等 (レベル 1建材)ま たは石綿合有保温材等 (レベル 2建材)がある場合に限る。
建設業・土石採取業以外の事業者にあっては、作業の届出 (工事開始前まで)が適廂。

■工事開始後 (石綿含有建材を扱う作業に限る)■
作業の種類

主な規制内容

事前調査結果の作業場への備え付け、掲示

石綿作業主任者の選任・職務実施

作業者に対する特別教育の実施

作業場所の隔離

隔離空間の負圧維持・点検・解除前の除去完了確認

作業時に建材を湿潤な状態にする

マスク、保護衣等の使用

関係者以外の立入禁止・表示

石綿作業場であることの掲示  ‐

作業者ごとの作業の記録・40年保存

作業実施状況の写真等による記録・ 3年保存

作業者に対する石綿健康診断の実施

０

●

０

●

●

※

※ 4

3
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規制内容の詳細・解説

工事開始前の石綿の有無の調査(方法の明確化)令和3年 4月 1日施行

■工事対象となる全ての部材について事前調査が必要

■事前調査は、設計図書などの文書および目視による必要

山事前調査で石綿の使用の有無が明らかにならなかつた場合には、

分析による調査の実施が義務
※石綿が使用されているものとみなして、ばく露防止措置を講ずれば、分析は不要

◆「目視」とは、単に日で見て判断することではなく、現地で部材の

製品情報などを確認することをいう

◆目視ができない部分は、日視が可能となつた時点で調査

◆石綿が使用されていないと判断するためには、製品を特定した上で、

以下のいずれかの方法によらなければならない

。その製品のメーカーによる証明や成分情報などと照合する方法
。その製造年月日が平成18年 9月 1日以降であることを確認する方法

◆以下の確認ができる場合は、目視等にようなくてもよい

。過去に行われた事前調査に相当する調査の結果の確認

・インベントリ確認言正書が交付されている船舶のインベントリの確認

・着工日が平成18年9月 1日以降であることの確認

◆以下に該当する場合は、石綿の飛散リスクはないと判断できるので

調査不要

。木材、金属、石、ガラス、畳、電球などの石綿が含まれていない

ことが明らかなものの工事で、切断等、除去または取り外し時に

周囲の材料を損傷させるおそれのない作業

・工事対象に極めて軽微な損傷しか及ぼさない作業

・現存する材料等の除去は行わず、新たな材料を追カロするのみの

作業

・石綿が使用されていないことが確認されている特定の工作物の

解体・改修の作業

4



工事開始前の石綿の有無の調査 令和5年 10月 1日施行

■事前調査や分析調査は、要件を満たす者が実施する必要

◆建築物の事前調査を実施することができる者
・特定建築物石綿含有建材調査者
。一般建築物石綿含有建材調査者

。一戸建て等石綿含有建材調査者

※一戸建て住宅・共同住宅の住戸の内部に限定

。令和 5年 9月までに日本アスペス ト調査診断協会に登録された者

◆船舶の事前調査を実施することができる者

・小型船造船業法に基づく主任技術者や建築物石綿含有建材調査者等であう

て、石綿や船舶等に係る一定の教育を受け修了考査に合格した者 (別途告
示で定める予定)

◆分析調査を実施することができる者

・厚生労働大臣が定める分析調査者講習を受講し、修了考査に合格した者
。公益社団法人日本作業環境測定協会が実施する「石綿分析技術の評価事
業」により認定されるAランク若しくはBランクの認定分析技術者又は定
性分析に係る合格者

・一般社団法人日本環境測定分析協会が実施する「アスベスト偏光顕微鏡実
技研修 (建材定性分析エキスパィトコース)修了者」
。一般社団法人日本環境測定分析協会に登録されている「建材中のアスベス
ト定性分析技能試験 (技術者対象)合格者」
・一般社団法人日本環境測定分析協会が実施する「アスペスト分析法委員会
認定JEMCAインス トラクター」
・一般社団法人日本繊維状物質研究協会が実施する「石綿の分析精度確保に
係るクロスチェック事業」により認定される「建築物及び工作物等の建材
中の石綿含有の有無及び程度を判定する分析技術」の合格者

令和 3年 4月 1日施行

■調査結果の記録は、 3年間保存する必要

■調査結果の写しを工事現場に備え付け、概要を見やすい箇所に
掲示することも義務

◆調査結果の記録項目

・事業者の名称・住所・電話番号、現場の住所、工事の名称・概要

・事前調査の終了年月日

・工事対象の建築物・工作物 ,船舶の着工日、構造
・事前調査の実施部分、調査方法、調査結果 (石綿の使用の有無とその

判断根拠) 5



工事開始前の労働基準監晉署への報告 令和4年 4月 1日施行

報告対象工事・報告内容

◆報告が必要な工事

①解体部分の床面積が80m2以上の建築物の解体工事
※建築物の角卑体工事とは、建築物の壁、柱および床を同時に撤去する

工事をいう

② 請負金額が 100万円以上の建築物の改修工事 ‐ 1

※建築物の改修工事とは、建築物に現存する材料にイ可らかの変更をカロえる‐
工事であつて、建築物の解体工事以外のものをいう
※請負金額は、材料費も含めた工事全体の請負金額をいう

③ 請負金額が 100万円以上の以下の工作物の解体工事・改修工事

・反応槽、力口熱炉、ボイラー(圧力容器
・酉己管設備 (建築物に設ける給水・排水・換気・暖房・冷房・排煙設備等を
除く)
・焼去口設備
・煙突 (建築物に設ける排煙設備等を除く)
・貯蔵設備 (穀物を貯蔵するための設備を除く)
。発電設備 (太陽光発電設備・風力発電設備を除く)

・変電設備、配電設備、送電設備 (ケーフリレを含む)

・ トンネルの天丼板
・プラットホームの上家、鉄道a駅の地下式構造部分の壁・天丼板
・遮音壁、軽量盛土保護パネル

④総トン数が20トン以上の船舶の解体工事・改修工事

◆電子システムで報告が必要な内容

・事業者の名称・住所・電話番号・労働保険番号、現場の住所、

工事の名称・概要・工事期間
・事前調査の終了年月日、事前調査を実施した者の氏名等
,工事対象の建築物・工作物・船舶の新築等工事の着工日、構造の概要
・床面積 (建築物の解体工事)または請負金額 (建築物の改修工事、工
作物の解体又は改修ェ事)
・石綿作業主任者の氏名
・事前調査結果の概要 (材料ごとの石綿使用の有無、判断根拠)
・作業の種類・切断等の作業の有無・作業時の措置

◆報告の方法

・複数の事業者が同一の工事を請け負つている場合は、元請事業者が請

負事業者に関する内容も含めて報告する必要

・平成18年 9月 1日以降に着工した工作物、船舶について、同一の部
分を定期的に改修する場合は、一度報告を行えば、同一部分の改修正

事については、その後の報告は不要 6



吹付石綿・石綿含有保温材等の除去工事に対する規制
令和 3年 4月 1日施行

■隔離場所の集しん・排気装置に、設置場所など何らかの変更
を加えたときにも、排気口からの石綿等の粉しんの漏洩の

有無を点検する必要

■作業中断時にも隔離場所の前室が負圧に保たれているか
点検する必要

■除去作業終了後に隔離を解く前に、資格者による取り残しが
ないことの目視による確認が必要

◆負圧の点検は、作業開始前に加えて、作業中断時に作業者が集中
して前室から退出するタイミングで実施する必要
※作業中断時とは、休憩等で作業を中断した時や何日間か継続する作業において最終日以

外の日の作業を終了した時をいう

◆取り残しがないことの確認ができる資格者

・除去作業の石綿作業主任者
。事前調査を実施する資格を有する者 (建築物に限る)

◆取り残しがないことの確認は、分析等は不要

石綿含有仕上塗材の除去工事に対する規常u令和3年 4月 1日施行

石綿含有仕上塗材をデイスクグラインダーまたはディスクサン
ダーで除去するときは与ビ

=ル
シートなどにより作業場所を隔離

し、湿潤な状態に保ちながら作業をする必要

◆作業場所の隔離は、負庄に保つ必要はない

7

◆高圧水洗工法、超音波ケレンエ法等は作業場所の隔離不要



成形板等の除去工事に対する規常u令和2年 10月 1日施行

■石綿含有成形品 (スレート、ボード、タイル、シートなど)の
除去は、切断・破砕等以外の方法による必要

(技術上困難な場合を除く )

■けい酸カルシウム板第 1種をやむを得ず切断・破砕等するとき
は、ビ三ルシートなどにより作業場所を隔離し、湿潤な状態に

保ちながら作業をする必要

※作業場所の隔離は、負圧に保つ必要はない

◆技術上困難な場合とは :

材料が下地材などと接着材で固定されており、切断等を行わずに

除去することが困難な場合や、材料が大きく切断等を行わずに手

作業で取り外すことが困難な場合など

◆切断・破砕等以外の方法とは :

ボルトや釘等を撤去し、手作業で取り外すことなどをいう

建材を湿潤な状態にすることが困難な場合の措置
令和 3年 4月 1日施行

・石綿含有建材の除去等作業時に、湿潤な状態にすることが

著しく困難なときは、除しん性能付き電動工具の使用など、

石綿粉しんの発散防止措置に努める必要

◆湿潤な状態にする方法には :

散水による方法、固化剤を吹き付ける方法のほか、剥離剤を使用

する方法も含まれる I

◆発散防止措置には :

除しん性能付き電動工具の使用以外に、作業場所を隔離すること

が含まれる

8



写真等による作業の実施状況の記録 令和3年 4月 1日施行

■3年間保存すべき記録の内容・記録方法

◆以下の内容が確認できるよう写真等により記録し、 3年間
保存する必要 (③は文書等による記録で可)

①事前調査結果等の掲示、立入禁止表示、喫煙・飲食禁止の掲示、
石綿作業場である旨等の掲示状況

②隔離の状況、集しん・排気装置の設置状況、前室・洗身室・

更衣室の設置状況

③集しん・排気装置からの石綿等の粉しんの漏洩点検結果、負圧
の点検結果、隔離解除前の除去完了確認の状況

④作業計画に基づく作業の実施】犬況 (湿潤化の状況、マスク等の
使用状況も含む)
※同様の作業を行う場合も、作業を行う部屋や階が変わるごとに記録する必要

⑤除去した石綿の運搬または貯蔵を行う際の容器など、必要な事
項の表示状況、保管の状況

⑥作業従事者および周辺作業従事者の氏名および作業従事期間

◆記録は、写真のほか、動画による記録も可能

撮影場所、撮影日時等が特定できるように記録する必要

労働者ごとの作業の記録項目の追加 缶口3年 4月 1日施行

40年の保存義務がある労働者ごとの作業の記録に追加が
必要な項目

◆事前調査結果の概要

6ページロの「電子システムで報告が必要な内容」と同様

◆作業の実施状況の記録の概要

写真等をそのまま保存する必要はなく、保護具の使用状況も含め
た措置の実施1犬況についての文章等による簡潔な記載による記録

9
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がれきの処理作業を行う際の注意事項

～ 事 業 者 の 皆 様 ヘ ～
居J添6-1

土砂崩れ・浸水により被災した建物などのがれきの処理を行う際には、釘

等による踏み抜きや物の落下など、多くの危険が伴います。

本りニフレットは、がれきの撤去等作業にあたつて安全に作業を進めるこ

とができるよう、がれきの処理における留意事項をまとめたものです。

作業を労働者等に行わせるにあたつては、次の点に注意して下さい。

1 作業の準備にあたって注意すべき事項

(1)作業者への教育
作業に不1買れな方も多いことから、雇入れ時などに①使用する

機械、工具などの取扱方法、②作業体制、作業手順、合図などに

ついて、教育を行うこと。また、現場では、腕章をつけるなど誰

が作業責任者か分かるようにすること。

(2)月限装
長袖の作業着、安全靴など底の厚い朝と、丈夫な手袋、防しんマ

スクなど作業にあたり適切な装備をさせること。

(3)作業計画
周辺状況の調査を行い、指揮命令系統、作業手順、監視人も含

めた人員の配置、使用する機械及びその使用箇所、がれきの運

搬・搬出方法等を定めた作業計画を立てること。

(4)作業間の連絡調整
複数の作業者が混在して同時に作業を行うことが想定されるた
め、作業間の連絡調整、作業開始前のミーティング等を綿密に実
施すること。

(5)危険箇所への立入禁止
任」れるおそれのある建物等には立入禁止措置を行うこと。



2 作業の奥篇にあたつて注意すべき事項

機械を使用させるときには…

(1).資格者の確認
車両系建設機械、クレーン等を使用させる際は、資格の有無を確

認すること。

(2)機械等の点検
機械や工具については,担当者を決め、点検・整備等を適切に実
施させること。

(3) 防止

地盤が緩んでいる等不安定な場所で作業を行う場合には、鉄板の

敷設等により車両系建設機械、クレーン等の転倒防止を図ること。

作業場所では…

防しんマスクやゴーグルを着用させること。

また、防しんマスクの使用にあたつては、使用前に漏れがない

か確認するためのフイツトチェックを必ず行つた上で適切に使用

すること。

(1)呼吸用保護具の着用
粉しんを吸い込まないようにするため、呼吸用保護具 (防 しんマス

ク又は電動ファン付き呼吸用保護具)を使用させること。
注)国家検定品を用いること。
なお、屋外におけるがれき処理作業は使い捨て防じんマスクで作業可能ですが、石綿の切断等作業の場合は取替え式防じんマスク、吹付

け石綿の除去作業には電動フアン付き呼吸湯保護具を使用する必要があります。

(2)作 1ヒ

粉しんを飛散させないために、原則として、作業を開始する前に建

築物等への散水や、薬液の使用により、湿潤な状態とすること。

(3)関係者以外の立ち入り禁止
関係者以外の者が粉しんにばく露しないように、被災者等も含め、

関係者以外の者の立ち入らせないこと。

がれきの粉しんには石綿が含まれているおそれがあります。

(201910)

◆詳しくは、最寄りの都道府県労働局又は労働基準監督署にご相談くださいさ
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がれきの処理作業を行う際の注意事項

がれき処理作業を行う暫様 ヘ 居」M凩6-2
～ ～

土砂崩れ・浸水により被災した建物などのがれきの処理は、釘等を踏み抜い

たり、倒れてきたり落下してきた物に当たるなど、多くの危険を伴います。

本リーフレットは、がれきの撤去等作業にあたつて安全に作業を進めること

ができるよう、がれきの処理における留意事項をまとめたものです。

作業の実施にあたつては、作業責任者の指示によく従つて行動するとともに、

本リーフレットを参考に安全に十分注意して作業を行つてください。

1 作業を行うための四装

0長袖の作業着など肌の見えない服装で作業しましょう。
●ヘルメッ トや安全靴など底の厚い靴、丈夫な手袋を着用 しま

しょう。

●防しんマスクやゴーグルを着用しましょう。

●防しんマスクの使用に当たつては、使用前に漏れがないか確認

するためのフィットチェック (3頁目参照)を必ず行いましょう。

底の厚い靴

量
踏み抜き防止中敷き オ

ヘルメット 丈夫な手袋
◆ 学

2 作業を始めるまでの準備
0作業を開始する前に、作業責任者が誰か確認し、その方の指示を
受けて作業を行いましょう。

●周りで作業を行つている人に危険が及ぶことのないよう、連絡を

取り合つて、十分注意して作業を実施しましょう。

0がれきを運捌費するための経路を確保しましょう。



3 作業中に注窟すべき事項
がれきの処理の際

●安定の悪いがれきの上など高い所で作業しないようにしましよう。
●倒れそうな建物には近づかないようにしましよう。

※被災した建物は、丈夫そうに見えてもダメージを受けています。

●重いものを無理に一人で運ぶのはやめましよう。

●倒れた柱などの長尺のがれきを運ぶときは、周りに人がいないか

十分注意しましょう。
●薬品 (液体)の容器や、液漏れした機械を見つけた場合には作業
責任者に運絡しましよう。
●古いトランス、コンデンサー等で PCBが含まれているものが工
場に保管されていることがあります。特別な管理が必要なものです

ので不用意に触らないようにしましよう。

●石綿が含まれているおそれのある建材については、散水等により

できるだけ湿,間化するとともに、原則、割らずに片付けましよう。
●作業中の重機 (ブル ドーザー、パヮーショベル等)に近づかない
ようにしましよう。

荷積みの際
●トラックなどへがれきを積む際は「積み過ぎ」に注意しましよう。
●トラツクの荷台の上のがれきには乗らないようにしましょう。

その他の留意事項
0作業中であつても、大雨の降雨に係る肇報が発表された場合など
には、すみやかに作業を中止して、安全な場所に避難しましよう。
●夏場など暑い時は、水分、塩分、休憩をこまめにとりましょう。

※体調が悪くなつた場合は、作業を直ちに中止Lし、すぐに作業責任

者にその旨を伝えましょう。
●粉しんが舞うような場所で飲食や喫煙をしないようにしましょう。
●汚水、雨水、海水、河川の流水、腐敗しやすい物が溜まつている

箇所などは酸素濃度が低かつたり、硫化水素濃度が高い可能性があ

ります。立ち入らないようにしましょう。
●破傷風の危険があるので、傷を負った場合は、すぐに消毒・治療

をしましよう。
●火災等によりがれきが燃焼している場合には、風上に立ち、燃焼

中のがれきに近づかないようにしましよう。燃焼後のがれきを片付

ける際は、防しんマスクを着用しましょう。

“
と



正しくマスタを振鷲しましよう
臓

がれきの粉じんには石綿が含まれているおそれがあります。事業者の指示に従い、適切なマスクの着用をお願いいたします。

，
営 H誰

使い捨て式防じんマスク

※国家検定合格品を使用してください。

築

再部に大きなすき間

取替え式防じんマスク  電動ファン付き呼吸用保護具

マスクの振僣 「悪い制』

しめひもが片側外れている |

マスクん`上下さかさま

蒔

・

吸収缶やフィルターが

付いていない

しつかりと顔に密着させましよう   顔に密着しているか確認しましよう
マスクの変形・破損がないことを確認した上で取扱説明  ■取扱説明書に従って使用のたびに必ず顔に密着して
苦に従って装苦を行う。                 いるかれ掌認しましょう

●じめひも調節が行えるものは、必ず適切な長さに調飾   Pもし、漏れ込みが感じられたよ島合は…
する                         1,マ スクの位l薯を調節する

121しめひもの長さを調節する
IEI排 気弁など各部の接続状態を確:8する

(社 )日本保安用品協会・日本呼吸用保護具協会編

必ずフィットチェックをしましょう。
次の(A)、 (B)の 2つの方法があります

(A)手を用いた方法
吸気口を手でふさぐときは、押しつ

けて面体が押されないようにt反対の
手で面体を押さえながら息を吸いt苦
しくなれば空気の漏込みがないことを
示す

(B〕 フイツトチエツカーを用いた方法
吸気口にフィットチェッカーを取り付けて
息を吸うとき、瞬間的に吸うのではなく、
2～ 3秒の時間をかけてゆつくりと息を吸い、
苦しくなれば空気の漏込みがないことを示す

3

オ
ｆ

キi

だ

f

|

′

出典『鉛作業主任者テキスト』(中央労働災害防止協会編 )



●クレーン、ブルドニザー、パワーショベルなどの運転には資格

が必要です。無資格の方が運転して作業を行つてはいけません。

0ショベルカーなどのパケットの爪に荷を掛けてつり
上げること (用途外使用)は原則禁止されています。

0作業内容に適切な機械を使用するようにしましょう。

5 労働奨雷の事例
0がれきを素手で扱つて、手を切つた。

0がれきから出ていた釘を踏み抜いた。

●崩れてきたがれきの下敷きになつた。

●錆びた釘で傷を負い、破傷風にかかつたく

0重量物を一人で運び、腰を痛めた。 生

0トラックの荷台に積んだがれきを回―プ
で固定中、ノヾランスを崩して墜藩した。

0作業中に、後退してきたトラックに衝突
された。

0作業中、パワーショベルのアームに激突
された。

,′

と

/'

し/

ち

ヤ

中

(201910)

◆詳しくは、最寄りの都道府県労働局叉は労働基準監督署にご相談ください。
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添7-1

>

Ⅶ
が

<キヤンペーン実施要項

きちんと実施されているかを確認し、

函チェックしましょう。

設備対策の検討

暑さ指数低減のため簡易な屋根、通風

または冷房設備、散水設備の設置を検討

服装の検討

透湿性と通気性の良い服装を準備、送風や

送水により身体を冷却する機能をもつ服の

着用も検討

|   キヤンペーン期間   |

‐ ‐ ‐ ‐ ‐
重点取組

4月

準備

教育研修

の実施
管理者、労働者に

対する教育を実施

ガイド・敦青動画  e― learning

鞘 繋
【主唱】厚生労働省、中央労働災害防止協会、建設業労働災害防止協会、陸上貨物運送事業労働災書防止協会、港湾貨物運送事業労働災害防止協会、林業・木材製造業労働災害防止協会、
―般社団法人日本労働安全衛生コンサルタント会、一般社団法人全国警備業協会【協賛】公益社回法人日本保安用品協会、一般社団法人日本電気計測器工業会【後援】農れヽア」く産省、国土交

通省、環境省、警察庁、消防庁

準備期間 4月 にすべきこと

労曰衛生管理体制の確立

事業場ごとに熱中症予防管理者を選任し

熱中症予防の責任体制を確立

暑さ指数(WBG⊃の把握の準備

JIS規格に適合した暑さ指数計を

準備し、点検

作業計画の策定

暑さ指数に応じた休憩時間の確保、作業中止

に関する事項を含めた作業計画を策定

休憩場所の確保の検討

冷房を備えた休憩場所や

涼しい休憩場所の確保を検討

緊急時の対応の事前確認

緊急時の対応 (異常時における連絡体制や

対応手順等)を確認し、関係者に周知

0席 薄 櫛 舒 都道府県労働局
,期鉾 監塾 (Rフ .2)



キヤンペーン期間 5月～9月 にすべきこと
L
螂

０

０

暑さ指数の把握と評価

JIS規格に適合した暑さ指数計で暑さ指数を随時把握
地域を代表する一般的な暑さ指数 (環境省)を参考とすることも有効

測定した暑さ指数に応じて以下の対策を徹底

r
t'

環境省

熱中症予防情報

サイト

暑さ指数の低減

準備期間に検討した設備対策を実施

服装
準備期間に検討した服装を着用

プレクーリング
作業開始前や休憩時間中に深部体温を下げる

暑熱順化への対応

熱に慣らすため、7日以上かけて作業時間の

調整

※新規入職者や休み明け労働者は別途注意

すること

日常の健康管理

当日の朝食の未摂取、睡眠不足、前日の多量

の飲酒が熱中症の発症に影響を与えることを

指導し、作業開始前に確認

休憩場所の整備

準備期間に検討した休憩場所を設置

健康診断結果に基づく対応

次の疾病を持った方には医師等の意見を踏

まえ配慮 ①糖尿病②高血圧症③心疾患
④腎不全⑤精神・神経関係の疾患③広範囲

の皮膚疾患②感冒③下痢

作業中の労働者の

健康状態の確認
巡視を頻繁に行い声をかける、「バデイ」を組ませる

等労働者にお互いの健康状態を留意するよう指導

あらかじめ作成した連絡体制や対応手順等の周知徹底

異 常 B寺の  少しでも本人や周りが異変を感じたら、あらかじめ作成した連絡体制や対応手順等に基づき適切に対応

対 応     ※必ず―旦作業を離れ、全身を濡らして送風することなどにより身体を冷却
※症状が回復しない場合は躊踏なく病院に搬送する(症状に応じて救急隊を要請)

、.年 ||″ □暑さ指数の低減効果を再確認し、心要に応じ対策を追加

□暑さ指数に応じた作業の中断等を徹底

□水分、塩分を積極的に取らせ、その確認を徹底
・

□作業開始前の健康状態の確認を徹底、巡視頻度を増加

□熱中症のリスクが高まっていることを含め教育を実施

団体調不良の者に異常を認めたときは、購暗することなく救急隊を要請

重点取組期間

にすべきこと



居J潟議7-2

「
令和7年 6月 1日に
改正労働安全衛生規則が

“

行されます 」

厚生労働省
ひと、くらし、みらいのために

職場における

熱中座対策の

強化につ:いて

0 MInistrytt Hea〔 th,Labourand Wol伯 ro



右軸
[議琵こ§簑屋舒余祐(人∫

左軸 ◆ 死傷者数(人 )
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業務上疾病調 :厚生労働省 (死傷者数は休業4日 以上、死傷者数には死亡者数を含む)
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16   18

H24   H25

夏季(6月 から8月 )の気温偏差

(人 )

60
(人 )

1200

夏季の気温と職場における熱中症の災害発生状況(H24～ )

熱中症による死亡災害の多発を踏まえた対策の強化について

・死亡災害が2年連続で30人レベル。

・熱中症は死亡災害に至る割合が、他の災害の約5～ 6倍。

・死亡者の約 7害Jは屋外作業であるため、気候変動の影響

により更なる増加の懸念。

ほとんどが
「初期症状の放置・対応の遅れ」

職場における

熱中症による死亡災害の傾向
熱中症死亡災害 (R2‐ R5)の分析結果

その他

100件の内容は以下のとおり

3件

▼

早急に求められる対策

「職場における熱中症予防基本対策要綱」や「STOP!熱中症クー

ルワークキャンペーン実施要綱」で実施を求めている事項、現場

で効果を上げている対策を参考に、

現場において       
―

死亡に至らせない(重篤化させない)ための 「
適切な対策の実施が必要。   |

初期症状の

放置・対応の遅れ

100件

異常時の

対応の不備

医療機関に

搬送しない等

41件

(2)

発見の遅れ

重篤化した

状態で発見

78件

(1)



職場1こおける熱中症予防基本対策要綱に基づく取り組み

第 1 WBGT値 (暑さ指数)の活用
表牛1身体作業強度等に応じたWBGT基奉値

WBGT基準値とは

署熱環境による熱ストレスの

評価を行う暑さ指数のこと

日本産業規特JIS Z 8504を 参考に実際の作業現場で測定

実測できない場合には、熱中症予防情報サイト等で

WBGT基準値を把握。

WBGT基準値の活用方法
表1-1に基づいて

身体作業強度とWBGT基準値を比べる

基準値を超える場合には
,冷房等により当該作業場所のWBGT基準値の低減を図ること
。身体作業強度(代謝率レベル)の低い作業に

変更すること(表+1参照)
。WBGT基準値より低いWBGT値である作業場所での作業
に変更すること

▼
それでも基準値を超えてしまうときには第2熱中症手防対策 を行う。

1作業環境管理 2作業管理
(1)WBGT値の低減等

屋外の高温多湿作業場所においては、

直射日光並びに周囲の壁面及び地面

からの照り返しを遮ることができる簡易

な屋根等を設けること。

(2)休憩場所の整備等

高温多湿作業場所の近隣に冷房を備え

た体憩場所又は日陰等の涼しい休憩場

所を設けること。

3健康管理

園

(1)作業時間の短縮等

(2)暑熱順化

高温多湿作業場所において労働者を作業に従事させる場合には、暑熱順化

(熱に慣れ当該環境に適応すること)の有無が、熱中症の発症リスクに大きく

影響することを踏まえ、計画的に暑熱順化期間を設けることが望ましいこと。

(3)水分及び塩分の摂取

自党症状の有無にかかわら状 水分及び塩分の作業前後の摂取

及び作業中の定期的な摂取を指導すること。

(4)服装等

熱を吸収し、又は保熱じやすい服装は避け、透湿性

及び通気性の良い服装を着用させること。

(5)作業中の巡視

4労働衛生教育
労働者を高温多湿作業場所において作業に従事させる場合には、適切な作業管理、

労働者自身による健康管理等が重要であることから、作業を管理する者及び労働者

に対して、あらかじめ次の事項について労働衛生教育を行うこと。

(1)熱中症の症状

(2)熱中症の予防方法

(3)緊急時の救急処置

(4)熱中症の事例

(1)健康診断結果に基づく対応等

(2)日 常の健康管理等

睡眠不足、体調不良、前日等の飲酒、朝食の

未摂取等が熱中症の発症に影響を与える

おそれがあることに留意の上、日常の健康

管理について指導を行うとともに、必要に

応じ健康相談を行うこと。

(3)労働者の健康状態の確認

(4)身体の状況の確認

2

区分 身体作業強度 (代謝率レベル)の例 署熱1頃化者の
WBGT
基準値
°C

暑熱非
順化者の
WBGT
基準値て

0

安静
安静、楽な座位 33 32

1

低代謝率

・軽い手作業 (書く、タイピング等)
.手及び腕の作業

・腕及び脚の作業 など (〕

29

2

中程度
代謝率

継続的な手及び腕の作業

[く ぎ(釘 )打ち、盛土]

腕及び脚の作業、

腕と胴体の作業など

28 26

,強度の腕及び胴体の作業
,ショベル作業、ハンマー作業

・重量物の荷車及び手押し車を

押したり31いたりする など

#1111ti:ilξ
26 23

・最大速度の速さでの

とても激しい活動

・激しくシャベルを使ったり

掘つたりするなど

25 20

熱中症予防対策□
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コ今回の労働安全衛生規 uの改正について

見つける
率つ
も

(伊J)作業員の様子がおかしい…

(例)医療機関への搬送、敷急隊要請

(例)敷急車が到着するまで

作業着を脱がせ水をかけ全身を急速冷却

キ

3

判断する
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対処する



現場における対応

熱中症のおそれがある労働者を早期に見つけ、その状況に応じ、迅速かつ

適切に対処することにより、熱中症の重篤化を防止するため、以下の

「体制整備」、「手順作成」、「関係者への周知」が

事業者に義務付けられます。

4

「熱中症の自覚症状がある作業者」や

「熱中症のおそれがある作業者を見つけた者」が

その旨を報告するための体制整備及び関係作業者への周知。

※報告を受けるだけでなく、職場巡視やバディ制の採用、ウェアラブルデバイス等の活用や

双方向での定期連絡などにより、熱中症の症状がある作業者を積極的に把握するように

努めましょう。

熱中症のおそれがある労働者を把握した場合に迅速かつ的確な判断が可能となるよう、

①事業場における緊急連絡網、緊急搬送先の連絡先及び所在地等

②作業離脱、身体冷却、医療機関への搬送等熱中症による重篤化を防止

するために必要な措置の実施手順の作成及び関係作業者への周知

※参考となるフロー図を2つ 掲載していますが、これはあくまでも参考例であり、

現場の実情にあった内容にしましょう。

※作業強度や着衣の状況等によっては、上記の作業に該当しない場合であっても

熱中症のリスクが高まるため、上記に準じた対応が推奨されます。

※同一の作業場において、労働者以外の熱中症のおそれのある作業に従事する者についても、

上記対応を講じることとします。

「WBGT28度以上又は気温31度以上の環境下で

連続 1時間以上又は1日 4時間を超えて実施」が見込まれる作業

対象となるのは



熱中症のおそれのある者に対する処置の例

フロー図0
※これはあくまでも参考例であり、現場の実情にあった内容にしましょう。

熱中症のおそれの

ある者を発見

意識の異常等

異常等なし

医療機関までの搬送の間や

経過観察中は、一人にしない。

(単独作業の場合は

常に連絡できる状態を維持する)

熱中症が疑われる症状例

【他覚症状】
だ、らつき、生あくび、失神、大量の

発汗、痙攣等

【自覚症状】
めまい、筋肉痛。筋肉の硬直(こむ

ら返り)、頭痛、不快感、吐き気(倦

怠感、高体温等

「意識の有無」だけで

判断するのではなく、

①返事がおかしい

②ぼ一つとしている     i
など、普段と様子がおかしい場合も

異常等ありとして取り扱うことが

適当。

判断に迷う場合は、安易な判断は

避け、#7119等を活用するなど

専門機関や医療機関に相談し

専門家の指示を仰ぐこと。

できる

経過観察

の

異常等あり

できない

Ｉ
Ｉ
Ｉ
↓

作業離脱、身体冷却

自力での

水分摂取 鐙

救急隊要請

医療機関への搬送

回復後の体調急変等により症状が悪化するケースがあるため、

連絡体制や体調急変時等の対応をあらかじめ定めておく。

5

回復

回復しない、症状悪化

回復



熱中症のおそれのある者に対する処置の例
フロー図0
※これはあくまでも参考例であり、現場の実情にあった内容にしましょう。

医療機関までの搬送の間や

経過観察中は、二人にしない。

(単独作業の場合は

常に連絡できる状態を維持する)

熱中症のおそれの

ある者を発見

医療機関への搬送

熱中症が疑われる症状例

【他覚症状】
お、らつき、生あくび、失神、大量の

発汗、痙攣等

【自党症1六】

めまい、筋肉痛・筋肉の硬直(こむ

ら返り)、頭痛、不快感、吐き気、倦

怠感、高体温等

①返事がおかしい

②ば一っとしている       |
など、普段と様子がおかしい場合

も(熱中症のおそれありとして取り

扱うことが適当。

医療機関への搬送に際しては、

必要に応じて、救急隊を要請する

こと。     イ

救急隊を要請すべきか判断に迷う

場 合 は 、

#7119等 を活用するなど、専門
機関や医療機関に相談し、専門家

の指示を仰ぐことも考えられる。

撃

回復

回復後の体調急変等により症状が悪化するケィスがあるため、

連絡体制や体調急変時等の対応をあらかじめ定めておく。

作業離脱、身体冷却

6



●

手足がつる イライラしている

これも

初期症状
立ちくらみ・めまい フラフラしている

何となく

体調が悪い

吐き気 呼びかけに反応しない

汗のかき方がおかしい

すぐに

疲れる ボーッとしている

汗が止まらない/汗がでない

すぐに周囲の人や現場管理者に申し出る

あれっ、

何かおかしい

あの人、

ちょっとヘン

“いつもと違う"と思ったら、熱中症を疑え
0   ●   ●

手順や連絡体制の周知の一例

&itl題
EI日ヽ

十一三
-
-
-
-

鯵

韓 安全掲示板

電
0

件名:本日はWBGT値 が28°Cを
超える見込みです

皆様お疲れ様です。

本日のWBGT基準値は〇°Cです。
作業時には充分に気をつけて、

水分補給及び休憩をしっかりと

お願いします。

体調不良者が発生した場合は、

フロー図に基づき対応いただき、

○○さん(0000000,0000)ヘ

連絡するようにお願いします。

それでは本日もよろしくお願いい

たしま玩

【朝礼やミーテイングでの周知】 【会議室や休憩所などわかりやすい場所への掲示】 【メールやイントラネットでの通知】


